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半導体産業の国際競争力回復に向けた方策 
 

【要  旨】 

 

１．世界の半導体市場はかつての２桁成長から１桁台の緩やかな成長へと移行しつつあり、

今後、企業間の競争が一段と激化し、勝ち組と負け組の格差が広がる可能性がある。世界

最大の半導体市場は、日本から米国、アジア・パシフィックへと変遷しており、半導体メ

ーカーにとって、国内だけでなく、アジアや欧米市場に軸足を置いたグローバルなマーケ

ティング戦略を展開することが一段と重要になる。また、用途別には、コンピュータや通

信向けに加えて、デジタル家電など民生分野や車載用半導体の需要増加が見込まれること

から、半導体メーカーには、新たな用途を積極的に開拓し、市場を自ら創造していく取り

組みが求められる。 

 

２．汎用品で圧倒的なシェアを確保することが半導体ビジネスで利益を上げるための王道で

ある。特定用途品においても標準化に向けた展開を図り、特定顧客向けにとどまらず、で

きる限り多くの顧客に販売していくことが採算確保のポイントとなる。日系メーカーはマ

イコンやフラッシュメモリなどで相応の地位を占めるが、プロセッサやＦＰＧＡ／ＰＬＤ、

アナログなどの汎用品分野で必ずしも優位性を確保できていない。ＤＲＡＭからの撤退後、

日本勢は特定用途品に注力しており、ＡＳＩＣ（特定顧客向けカスタム品）市場では一定

の強みを有する。しかし、同じ特定用途品の中でも今後高い成長率が期待されるＡＳＳＰ

（特定用途向け標準品）市場では海外メーカーが上位を占め、日本勢は標準化に向けた展

開で出遅れる構図となっている。 

 

３．国内外の主要半導体メーカーで高い収益力を有するのは、①トップグループの大規模Ｉ

ＤＭ（垂直統合型メーカー）、②ファブレス（設計専業メーカー）、③ファウンドリー（受

託製造メーカー）、④ＩＰ（半導体設計資産）プロバイダーの４つのカテゴリーに限られ

る。ファウンドリーは世界の半導体製品のおよそ４分の１を製造するといわれ、このうち

台湾のＴＳＭＣ、ＵＭＣの２社で全体の約６割を占める。台湾のファウンドリーの強みは、

①コスト競争力、②質の高いサービス、③先端技術力、④幅広い製品ラインナップ、⑤Ｉ

Ｐライブラリーの提供といった点にある。 

これまでファウンドリーは安く製造受託することで急速な成長を遂げてきたが、ナノレ

ベルのＳｏＣ（system on a chip：システムＬＳＩ）では設計が複雑化し、数多くのＩＰ

が搭載されることから、単純な受託製造モデルでは顧客ニーズへの対応と収益性の維持を

両立しがたくなっている。そこで、多くの製品に共通して搭載されるようなＩＰをファウ

ンドリーがライブラリー化して提供し、ファブレスはコアデザインの開発に集中すること

により、全体として設計の効率化を図る取り組みが進められている。顧客の短納期志向が
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強まる中で、ファウンドリーは、ファブレスやＥＤＡ（設計自動化）ツールベンダーと川

上の開発段階からグローバルに連携することにより、ＳｏＣソリューションの提供を目指

している。 

 

４．工場を持たずに半導体の設計・開発に特化するファブレスは、従来から米国勢が圧倒的

に強い分野であり、シリコンバレーのファブレス企業と台湾のファウンドリーが国際的な

垂直分業体制を構築してきた。このところ台湾でもファブレスが中国からの設計受託を中

心として急成長し始めており、台湾は製造と設計という両輪を兼ね備えた産業構造へと移

行しつつある。 

 

５．台湾をはじめとする海外勢をベンチマークしながら日本の半導体産業の問題点を整理す

ると、①圧倒的なシェアを有する製品、特徴ある製品の欠如、②投資不足、③ビジネスモ

デルの変遷への対応の遅れ、④コスト競争力の低下（販売管理費や研究開発費の効率性な

ど）、⑤海外市場での販売力の弱さ、⑥ボラティリティ（変動）に対して脆弱な財務基盤、

⑦産官学連携の停滞などが指摘されよう。世界市場における日系メーカーのシェアは、

1985 年の 51％をピークに縮小傾向にあり、04 年は 24％となるなど、国際競争力の低下傾

向になかなか歯止めがかからない状況にある。 

 

６．ＳｏＣビジネスは、メモリ、パワー半導体・センサーなどとともに、これからの日本の

半導体産業において大きな柱となることが期待される分野である。ＳｏＣは、チップの中

に多数のＩＰが集積されるため、１社ですべてを設計開発することは難しい。また、どの

ようなチップをデザインすればよいか(what to make)を決める部分が重要な差別化要因と

なることから、プロセス技術のみならず、設計開発とマーケティングの巧拙が勝敗を分け

ることとなる。特定用途品ゆえにコストが嵩みがちなユーザーサポートや製品開発の効率

化を図りつつ、日系メーカーがＳｏＣビジネスにおいて競争力を強化するためには、①設

計・マーケティング重視への転換、②グローバル・アライアンスの積極展開、③最終セッ

ト部門との関係の再構築、④企業経営、組織体制、人事評価の抜本的な見直しに本腰を入

れて取り組むことが不可欠である。 

 

［担当：清水 誠（e-mail：report@dbj.go.jp）］ 
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はじめに 

 

 近年、半導体産業のビジネスモデルをめぐる議論が活発化している。メモリやパワー半導

体などとともに今後の大きな柱として期待されるＳｏＣ（system on a chip：システムＬＳＩ）

ビジネスでは、製造のみならず設計やマーケティングが重要になるため、小規模なベンチャ

ー企業でも、独自のアイディアやビジネスモデルを考案できれば参入の余地が存在する。Ｉ

Ｐ（半導体設計資産）のライセンス販売や、川上の設計ツールメーカーから川下のファウン

ドリーまで巻き込んだアライアンス構築の動きなどをみると、半導体産業は最先端の製造プ

ロセスだけでなく、ビジネスモデルの斬新さを競い合う時代になってきたことを改めて認識

させられる。 

特定用途品であるＳｏＣに唯一無二の絶対的なビジネスモデルが存在するわけではない。

最適なビジネスモデルは、製品構成、有力顧客との取引関係、自社工場の微細化レベルやコ

スト競争力、ハード・ソフトの設計力などによって変わるうえ、総合電機メーカーの場合は

セット部門と半導体部門の関係にも大きく左右されることから、各社各様とならざるを得な

い。半導体メーカーが試行錯誤を繰り返しながら、ＳｏＣにふさわしいビジネスモデルを見

出す努力を続ける以外に方法はないものと考えられる。 

とはいえ、ＳｏＣは搭載されるアプリケーションとの緊密な連携が欠かせないことから、

類似したモデルのメーカーが国内に横並びで多数存在するよりは、各社ごとに特色ある事業

展開がなされる方が、産業全体としての総合力が発揮できるものと期待される。各社の自己

変革に向けた地道な取り組みの中から、業界横断的な連携や統合再編の必要性についての共

通認識が醸成され、産業全体として最適な形が実現されることが、最終的には望まれる。 

 本稿は、以上のような問題意識に基づき、ＳｏＣビジネスに焦点を絞り、日本の半導体産

業の国際競争力強化に向けた戦略と、それを遂行するための具体的な方策を提言することを

目的としている。 

 第１章では、世界の半導体市場の構造変化を分析する。半導体の用途が多様化し、国内だ

けでなくアジアや欧米市場に軸足を置いたグローバルなマーケティング戦略が重要となる中

で、汎用品分野でのシェア拡大と特定用途品分野での標準化の成否が、半導体メーカーの業

績を大きく左右するようになっていることを示す。 

 第２章では、汎用品と特定用途品に分けて、主要製品別にみた日本勢の国際競争力を分析

する。ＤＲＡＭからの撤退後、日本勢は特定用途品に注力しており、ＡＳＩＣ（application 

specific integrated circuit：特定顧客向けカスタム品）市場では相応の強みを有するが、今後高

い成長率が期待されるＡＳＳＰ（application specific standard product：特定用途向け標準品）

市場では出遅れていることを明らかにする。 

 第３章と第４章では、現地取材の成果を織り交ぜながら、垂直分業型のビジネスモデルに

より発展を遂げる台湾半導体産業の現状を紹介する。ファブレスとファウンドリーの連携を

強化することにより、ＳｏＣビジネスへの対応を目指す台湾勢の取り組みについて、具体的
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な事例も踏まえながら報告する。 

 第５章では、台湾など海外勢との国際比較を通じて浮かび上がってきた、日本の半導体産

業の問題点を検証する。半導体メーカーの抱える問題の本質が企業経営のあり方に深く関係

することを明らかとする。 

以上の議論を踏まえて、第６章では、日本の半導体産業がＳｏＣビジネスにおいて国際競

争力を回復するための４つの戦略を提言し、それを実現するための具体的な方策を検討する

ことにしたい。 
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第１章 世界半導体市場の長期トレンドと構造変化 
 

１．半導体とは 

 半導体とは、電気を通しやすい「導体」と電気を通さない「絶縁体」の両方の性格を持ち

合わせた物質のことであり、その代表的なものはシリコンである。半導体を用いて作られた

トランジスタ、ダイオード、コンデンサ等の単体素子（ディスクリート）を多数集積した回

路のことをＩＣ（集積回路）と呼ぶ。通常「半導体」と言う場合、ＩＣを指すことが多く、

本稿でも特に断りのない限り「半導体」と表記することとする。 

機能面からみると、半導体には、コンピュータの基本的要素である「入力」「演算」「記憶」

「制御」「出力」の５つの機能の一部あるいはすべてが集積されている。微細加工技術の進歩

により、かつては大型コンピュータで行っていたような大量のデータ処理が、１個の半導体

で実現できるようになった。 

コンピュータの心臓部となる中央処理装置（ＣＰＵ：central processing unit）は、メモリに

あらかじめ書き込まれているプログラムの命令を読み取って演算処理を実行し、外部へのデ

ータ送信や機器の制御を行っている。こうしたＣＰＵの機能をワンチップ化したものがＭＰ

Ｕ（microprocessor unit）と呼ばれるプロセッサである。ＭＰＵは動作周波数の向上などによ

り高速大容量のデータ処理が可能となり、パソコンや携帯情報端末、ゲーム機などに広く用

いられている。 

 

図表１－１ マイコン（ＭＣＵ）の機能ブロック構成 

 

（出所）東芝セミコンダクター社「マイコン インタフェース」などにより作成 
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プロセッサが必要とするプログラムを格納しているのがＲＯＭ（read only memory）と呼ば

れるメモリである。演算処理の結果を一時的に保存するためのＲＡＭ（random access memory）

とは異なり、電源を切っても記憶した情報が消えないという特徴を持つ。エレクトロニクス

製品に幅広く用いられるマイコン（ＭＣＵ：microcontroller unit）は、ＣＰＵ、メモリや外部

周辺機器とのインタフェース（入出力ポート）などをワンチップに集積した半導体である。

スイッチやキーボード、センサなどから入力された情報をもとに演算処理を行い、結果を出

力して機器を制御する働きをしている（図表１－１参照）。 

  

２．半導体の用途別比率 

 半導体の最大の用途はパソコンやサーバなどのデータ・プロセシング用であり、現在でも

市場全体の 40.7％（2005年速報値）を占める（図表１－２参照）。ガートナー データクエス

トによると、2005年の世界パソコン出荷台数（速報値）は前年比 15.3％増の約 2.2億台に達

し、ＢＲＩＣｓをはじめとする新興市場の台頭や先進国での買い替え需要などにより、増加

傾向が続いている（図表１－３参照）。 

 

図表１－２ 半導体の用途別比率1（2005 年） 

 

（出所）ガートナー データクエスト (2006 年２月) GJ06044 

 

次に大きな用途は、無線携帯端末を中心とする通信用で、全体の４分の１を占める。携帯

電話の世界出荷台数は 2000年の 4.1億台から 2004年には 6.7億台まで増加し、2005年は前

年比 20％増の 8.1 億台に達すると推定されている（図表１－４参照）。先進国では新規需要

から更新需要へと移行するものの、ＢＲＩＣｓなど新興市場での普及が本格化することが見

込まれている。通信機能に加えて、カメラ、音楽、テレビをはじめとする様々なアプリケー

ションを搭載した端末への移行が進むにつれて、携帯電話に搭載される半導体の高付加価値

化も期待されよう。 

                                                        
1 小数点以下四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある（以下同様）。 
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通信用に加えて、今後は薄型テレビや携帯型音楽プレーヤーなどデジタル家電関連市場の

成長に伴い、コンシューマ向け（民生用）半導体の市場拡大も見込まれる。さらに、カーナ

ビゲーションシステムの普及や電子制御技術の高度化などを受けて、自動車１台当たりに搭

載される半導体が増えてきており、車載用半導体への期待も高まってきている。 

このように、半導体の用途は多様化しており、半導体メーカーは、新たな用途を積極的に

開拓し、市場を自ら創造していく取り組みが求められる。 

 

図表１－３ 世界のパソコン出荷台数 

 

（出所）ガートナー データクエスト (2006 年２月) GJ06075 
 

図表１－４ 世界の携帯電話出荷台数 

 

（出所）ガートナー データクエスト (2005 年 12 月) GJ06047 
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３．半導体市場の長期トレンド 

（１）シリコンサイクルと成長率の鈍化傾向 

 半導体市場は４～５年おきに好不況の波（シリコンサイクル）を繰り返してきた。最近で

は、1995年のピークに前年比 41.7％の大幅増を記録したが、その後数年間は低迷状態が続い

た。2000年はＩＴ景気下で高成長となって市場規模は初めて２千億ドルを超えたが、翌年は

再び大幅減に転じるなど、変動幅が非常に大きいのが特徴である（図表１－５参照）。 

 半導体市場は、1980年代以降、シリコンサイクルによるアップダウンを繰り返しながらも

右肩上がりで拡大してきた。しかし、成長率は次第に鈍化する傾向がうかがわれる。最近 20

年間の半導体市場を前半と後半に区切ってみると、1985～95年にかけては年平均 21.0％増と

高い成長を達成したが、1996～2005年には同 6.2％増へと大幅に鈍化している。 

ＷＳＴＳによれば、今後とも世界の半導体市場規模は続伸し、2007年にかけて過去最高を

更新し続けるが、2004～07 年にかけての年平均成長率は 8.4％と１桁台にとどまると予測さ

れている。半導体の用途がコンピュータ以外に多様化しており、シリコンサイクルの波は従

来よりも小さくなるものの、市場拡大のテンポは緩やかなものになる見通しである。こうし

たことから、今後は限られたパイの奪い合いで企業間の競争が一段と激化し、勝ち組と負け

組の格差が広がる可能性がある。 

 

図表１－５ 世界半導体市場の対前年比伸び率と地域別動向 

 

（出所）ＷＳＴＳ（World Semiconductor Trade Statistics；世界半導体市場統計） 
 

（２）地域別市場規模の変遷 ～アジア市場の急成長～ 

 地域別にみた半導体マーケットの規模も大きく変遷している。図表１－５に示すように、

1980年代後半から90年代前半にかけて日本が世界最大の半導体市場であったが、その後2000
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年までは米国が日本に代わってその地位を維持した。一方、2001年以降は、生産拠点のアジ

ア地域へのシフトが進むにつれて、アジア・パシフィック地域が最大のマーケットとなって

いる。同地域が世界全体に占める割合は 2001年の 29％から 2007年には 47％まで上昇すると

みられている。 

一方、日本市場は 2004～07 年にかけての成長率が年率平均 3.5％と世界平均（同 8.4％）

を大きく下回ると予測されており、05年には僅かながらもマイナス成長となるなど、他地域

と比べて伸び悩み気味である。半導体メーカーにとって、国内だけでなく、アジアや欧米市

場に軸足を置いたグローバルなマーケティング戦略を展開することが一段と重要になるとみ

られる。 

 

（３）主要製品別にみたマーケットトレンド ～ＭＯＳマイクロとＭＯＳロジックの伸長～ 

半導体の市場規模は 1985年の 215億ドルから 2005年には 2,271億ドルへと 10倍以上に拡

大した。この 20年間に主要製品別の構成比はどのように変化したのだろうか。 

図表１－６によれば、バイポーラ型からＭＯＳ（metal oxide semiconductor：金属酸化膜半

導体）型への移行が進む中で、ＭＯＳマイクロ（ＭＰＵやマイコンなど）とＭＯＳロジック

の市場が大きく伸長したことがわかる。ロジックは、システム内でのデジタル信号の交換や

操作などの制御、数値計算、論理演算や比較判断などの処理機能を持ち、コンピュータ周辺

機器、通信機器や民生機器などに幅広く搭載される。パソコンや携帯端末に加えてデジタル 

 

図表１－６ 世界半導体市場の製品別構成比推移 

 

（出所）ＷＳＴＳ 
（注）1. 2005 年の数字は、ＷＳＴＳ2005 年秋季市場予測の数字 
   2. 2005 年のデジタルバイポーラはＭＯＳロジックに含まれる 
   3. ＭＯＳマイクロとＭＯＳロジックに含まれる製品は経年で多少変化がある 
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家電の登場でエレクトロニクス製品の多機能化・高付加価値化が進展し、プロセッサやロジ

ック半導体の需要が大幅に増加したことが背景にあるとみられる。 

一方、ＭＯＳメモリの構成比は 90 年代半ばに一時 30％台に達したこともあったが、近年

は 20％台前半で推移している。メモリはデータやプログラムを記憶する装置であり、主にコ

ンピュータの主記憶装置（メインメモリ）に用いられるＤＲＡＭと、デジタルカメラのメモ

リカードなどに使われるフラッシュメモリの２つが代表的な製品である。 

なお、比率自体はまだ小さいものの、ＣＭＯＳセンサやＬＥＤなどのオプト・エレクトロ

ニクスは着実に市場が拡大しており、今後の成長が期待される分野である。 

 

（４）汎用品と特定用途品の市場推移 

 前項では半導体の機能に着目して製品別の動向を見たが、汎用性の度合いという切り口か

らの分析も重要である。 

すなわち、半導体は、特定の用途やアプリケーションに応じて開発されたものかどうかに

よって、汎用品（general purpose products）と特定用途品（application specific products）に区

分される。汎用品の代表例は、パソコンの普及に伴い 1980年代以降急速に市場が拡大したＭ

ＰＵやメモリなどである。一方、80 年代後半から 90 年代半ばになると、ユーザ固有のスペ

ックに合わせた半導体を開発して欲しいという需要が高まり、ＡＳＩＣ（application specific 

integrated circuit：特定顧客向けカスタム品）と呼ばれる特定用途品が登場してきた。ＡＳＩ

Ｃの設計は搭載されるセット製品の開発と一体的に進められることが多く、これをデザイ

ン・インと呼んでいる。 

 

図表１－７ 汎用品と特定用途品別にみた世界半導体市場の動向 

 

（出所）ガートナー データクエスト (2006 年２月) GJ06045 
（注）ＡＳＩＣ: application specific integrated circuit 
   ＡＳＳＰ: application specific standard product 
   ＦＰＧＡ／ＰＬＤ: Field Programmable Gate Array/Programmable Logic Device 
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図表１－７で汎用品と特定用途品の近年の市場動向をみると、メモリからオプトまでを合

わせた汎用品が全体の３分の２を占め、ボリュームゾーンになっていることが分かる。特に、

メモリ（フラッシュメモリ、ＤＲＡＭなど）とマイクロコンポーネント（ＭＰＵ、ＭＣＵ、

ＤＳＰ）の市場規模が非常に大きく、世界のトップグループの半導体メーカーのほとんどが

この２つの市場での勝者となっている。 

一方、特定用途品は大きくＡＳＩＣとＡＳＳＰ（application specific standard product：特定

用途向け標準品）に分けられる。統計上、ＡＳＩＣは特定（一人）の顧客向けにカスタム品

として開発されるものであるのに対し、ＡＳＳＰは複数の顧客を対象に販売される特定用途

品である。04年のＡＳＳＰ市場はＡＳＩＣの 2.6倍超の規模となっており、2010年にかけて

もＡＳＳＰの成長率の高さが際立つなど、ＡＳＳＰは特定用途品の中で重要性を増している。 

ここで「標準品」という共通点に着目し、汎用品とＡＳＳＰを合算した比率を算出すると、

2002 年の 88.8％から 2004 年には 90.4％へと上昇している。市場全体の９割を汎用品とＡＳ

ＳＰが占めるという状況は今後も続くものとみられる。 

半導体は、マスクの回路を焼き付けたウェハから数百個以上のチップを一度に製造する手

法を採る。したがって、同じマスクで多くのウェハを焼くほど、スケールメリットが効いて

コストダウンを図ることができる。汎用品分野で圧倒的なシェアを確保することが半導体ビ

ジネスで利益を上げるための王道であり、特定用途品分野においても標準化を図り、特定顧

客向けにとどまらず、なるべく多くの顧客に販売していくことが採算確保のカギとなる。汎

用品分野でのシェア拡大と特定用途品の標準展開の成否が、半導体メーカーの業績を大きく

左右するようになっている。 

 

果たして、日系メーカーは上記のような半導体市場の大きな構造変化に適切に対応し、国

際競争力を維持することができているのだろうか。今後の戦略を考えるうえで、いま一度振

り返って検証する必要がある。そこで、次章では、主要な半導体製品のセグメントごとに、

日系メーカーのポジショニングをみていくこととしよう。 
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第２章 半導体の主要製品セグメント別にみた日本勢の国際競争力分析 

 

 本章では、汎用品と特定用途品の各々について、主要製品別にみた日本勢の国際競争力を

分析する。代表的な汎用品としてプロセッサ、マイコン（ＭＣＵ）、ＦＰＧＡ／ＰＬＤ、メモ

リ、アナログを採り上げ、特定用途品についてはＡＳＩＣとＡＳＳＰに分けて、日系メーカ

ーのポジションを明らかにすることとしたい。 

 

１．汎用品分野における日系メーカーの競争力分析 

（１）プロセッサ 

パソコンやサーバなどのキーデバイスであるＭＰＵは、コンピュータの中央演算処理装置

（ＣＰＵ）の機能をワンチップ化し、演算処理や制御をつかさどるもので、インテル及びＡ

ＭＤの米系２社による寡占市場となっている。もう一つ、主として携帯電話など通信機器の

デジタル信号処理や動画像処理に用いられるのが、ＤＳＰ（digital signal processor）である。

こちらもテキサス・インスツルメンツ（ＴＩ）をはじめとする米国勢が市場で圧倒的な地位

を占めており、日系メーカーは劣勢に立たされている（図表２－１参照）。 

プロセッサには論理演算のソフトウェアがハードウェアの中に組み込まれている。ハード

ウェアは汎用なので、ソフトウェアを書き換えることにより顧客の特定用途に対応すること

ができる。このため、ソフトウェアの開発力がプロセッサの性能を大きく左右することにな

る。プロセッサ分野における米国勢の優位性の背景には、ソフトウェア開発力の高さと、そ

れを知的財産として積極的に保護する戦略があると指摘されている2。 

 

図表２－１ ＤＳＰのメーカー別世界シェア（2004 年） 

 

（出所）ガートナー データクエスト (2005 年４月) GJ06046 

 
                                                        
2 伊丹敬之『日本の半導体産業 なぜ「三つの逆転」は起こったか』180頁以下参照 
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プロセッサはいったん使われ始めると、それに合わせてコンパイラー（プログラミング言

語の翻訳手段）やソフトウェアが揃えられるため、別のプロセッサに変えるためにはソフト

ウェアなどを全部書き直す必要が生じる。このため、半導体の中でも周辺分野への影響が大

きい中核的な位置づけにあり、最初に普及した製品の規格がデファクトスタンダード（事実

上の業界標準）となる傾向がある。 

 

（２）マイコン（ＭＣＵ） 

マイコンは、ＣＰＵをコアにメモリや入出力回路をワンチップ上に集積した半導体で、主

に機器組み込み型のコントローラとしてあらゆる電子機器に搭載されている。リモコン、キ

ーボード、マウスや白物家電などの制御に用いられる４bit や８bit 品から、デジタル家電、

プリンタや自動車電装品などに使われる 16bitや 32bit品まであり、電子機器の高度化に伴い、

高ビット品への移行が進みつつある。また、ＡＢＳやエアバッグ、カーナビの普及に伴い、

自動車の電子制御化が急速に進展しており、車載用マイコンの需要が伸長している。 

マイコンは日系メーカーが従来から強い分野であり、日立製作所と三菱電機の半導体事業

の統合により 2003 年４月に設立されたルネサステクノロジが世界シェアで首位に立ってい

る。マイコンはメモリと比べて市況変動の影響を受けにくい傾向があるが、平均単価は他の

半導体製品よりも総じて低い。国内生産される半導体の平均単価を図表２－３でみると、フ

ラッシュメモリは１個平均 1,000円を超え、ＤＲＡＭやセミカスタムロジックが 400～500円

台で推移しているのに対し、マイコンは 200円台にとどまっている。 

 

図表２－２ ＭＣＵのメーカー別世界シェア（2004 年） 

 

（出所）ガートナー データクエスト (2005 年４月) GJ06046 
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このところ、海外勢も自動車向けを中心にマイコンのシェア拡大を目指しており、今後、

日系メーカーとの競合が激しくなることが予想される。マイコン各社は、プログラムの書き

換えが容易なフラッシュメモリ内蔵型マイコンの投入や、ＣＰＵの高性能化、周辺機能の強

化などに取り組んでいる。 

 

図表２－３ 主要半導体製品の平均単価推移（国内生産） 

 

（出所）経済産業省「機械統計月報」 

 

（３）ＦＰＧＡ／ＰＬＤ 

すでに述べたように、半導体ビジネスは、同じマスクで多くのウェハを焼くほど、スケー

ルメリットが効いてコストダウンを図ることができる。顧客のカスタム志向が強まる中で、

個別のニーズに応えながら採算性も確保するためには、ＡＳＩＣの販路を拡大してＡＳＳＰ

として展開するという手法以外に、技術的に新しいタイプのチップを開発するという方向性

も考えられる。 

後者の例がＦＰＬと呼ばれる製品である。ＦＰＬとは Field Programmable Logicの略称で、

内部回路を電気的にプログラミングすることにより、ユーザの手元で様々な回路設計を実現

できるデバイスを総称した名称であり、ＦＰＧＡ（Field Programmable Gate Array）やＰＬＤ

（Programmable Logic Device）とも呼ばれる。 

ＡＳＩＣは顧客ごとに特注で回路を設計するため、マスクコストの負担が重く、開発期間

も１～２年程度かかることが多い。直前の設計変更や、試作段階になって設計不良が見つか

った場合には、回路を設計し直す必要があるが、デジタル家電や携帯端末などは仕様や規格

が頻繁に変更され、製品寿命も短いことから、従来型のＡＳＩＣでは商機を逸することにも

なりかねない。 
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一方、ＦＰＧＡ／ＰＬＤは、ユーザが後から自由にプログラムで回路構成を書き換えられ

るので、直前の設計変更にも柔軟に対応でき、開発期間を大幅に短縮できるメリットがある。

近年、低消費電力化やコストダウンが進み、ＦＰＧＡ／ＰＬＤの用途は通信機器やサーバ・

ストレージからデジタル家電へと拡大している。専用回路を搭載するＡＳＩＣと比べると集

積度や処理能力の面で劣る面はあるが、メーカー各社は最先端の微細加工プロセスを積極的

に導入することで、こうした課題の克服を目指している。 

ＦＰＧＡ／ＰＬＤは米系メーカーが先行しており、首位のザイリンクスとアルテラの２社

で市場の８割以上を占めている（図表２－４参照）。両社の持つ有力な特許が障壁となり、日

本勢をはじめとする大手半導体メーカーは当該市場に本格的に参入できないといわれる3。ザ

イリンクス、アルテラ、ラティスは、いずれも 1980年代に米国で創業したファブレスのベン

チャー企業である。製品の製造はファウンドリーに委託し、自らは製品開発に特化すること

で高い収益を確保している。例えば、業界首位のザイリンクスは、売上高を 2001年度（1,015

百万ドル）から 2004年度（1,573百万ドル）にかけて 1.5倍以上拡大し、04年度の営業利益

率は 24％、自己資本比率 88％という強固な財務体質を有している4。 

ＦＰＧＡ／ＰＬＤ陣営の攻勢に対し、ＡＳＩＣベンダーも「ストラクチャードＡＳＩＣ」

と呼ばれるセミカスタム的なＡＳＩＣを市場に投入し、巻き返しを図っている。これは、検

証済みの設計資産（ＩＰ）の上に顧客独自の論理回路を追加することにより、開発や検証に

要する時間とコストを抑制しようとする手法である。今後は、携帯機器やデジタル家電向け

を中心に、ＦＰＧＡ／ＰＬＤがＡＳＩＣのマーケットをどこまで取り込めるかが注目される。 

 

図表２－４ ＦＰＧＡ／ＰＬＤのメーカー別世界シェア（2004 年） 

 

（出所）ガートナー データクエスト (2005 年４月) GJ06046 

                                                        
3 ＦＰＧＡ／ＰＬＤ技術関連特許の動向については、特許庁「プログラマブル・ロジック・デバイス技術に
関する特許出願動向調査」（http://www.jpo.go.jp/shiryou/pdf/gidou-houkoku/pld.pdf）を参照。 
4 ザイリンクスホームページ参照 
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（４）メモリ 

 プロセッサと並ぶ代表的な汎用品であるメモリ市場では、ＤＲＡＭとフラッシュメモリが

大きなウェイトを占める。 

このうち、ＤＲＡＭ市場で日系メーカーは 1980 年代に圧倒的なシェアを有したが、ボラ

ティリティの大きさや巨額の投資負担などから、事業の統廃合や撤退が相次いだ。現在では、

韓国のサムスン電子やハイニックス、米国のマイクロン・テクノロジーなどの海外メーカー

が市場の大半を占有し、国内勢では携帯端末やデジタル家電向けに注力するエルピーダメモ

リが唯一のＤＲＡＭ専業メーカーとなっている。 

フラッシュメモリは、記憶保持動作が必要なメモリ（volatile memory）であるＤＲＡＭと

異なり、電源を切ってもデータを保持できる（non-volatile memory）のが特徴である。データ

の書き込み速度が速く、主にプログラム格納に用いられるＮＯＲ型と、大容量のデータ保存

に適したＮＡＮＤ型の２種類に大別される。 

 

図表２－５ フラッシュメモリのメーカー別世界シェア（2004 年） 

 

（出所）ガートナー データクエスト (2005 年４月) GJ06046 

 

このうち、ＮＡＮＤ型フラッシュメモリは、デジタルカメラなどのメモリカードに加えて、

携帯型音楽プレーヤーなど新たな用途の開拓が進み、携帯電話でも、画像や音声などのデー

タ容量が増大するにつれてＮＡＮＤ型が搭載されるようになっている。東芝によると、ＮＡ

ＮＤ型市場規模は 2005年度に１兆円を超え、08年度にかけて年率 28％という高い成長が見

込まれている5。 

 ＮＡＮＤ型フラッシュメモリの供給メーカーは限られており、サムスン電子、東芝、米サ

ンディスクで市場シェアのほとんどを占める。サムスン電子はフラッシュとＤＲＡＭを同じ

                                                        
5 東芝 2005/8経営方針説明会資料 
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ラインで混流生産し、ＤＲＡＭの市況下落局面ではフラッシュを増産し、フラッシュの市況

が軟化するとＤＲＡＭ生産に切り替えるといった柔軟な生産体制を構築しているとされる。 

一方、国内勢では、東芝が戦略商品と位置付けてフラッシュ事業に注力している。国内メ

ーカーの多くが 2005年度に減収、減益あるいは赤字を見込む中で、東芝は半導体事業の利益

を上方修正しており、フラッシュメモリがその原動力となった。東芝はサンディスクと合弁

で 2006年度までに総額約 2,700億円を投じ、四日市工場内に 300ミリウェハ対応の新製造棟

を建設中であり、2005年後半には 90nmプロセス技術を用いた量産を開始し、首位のサムス

ン電子の追い上げを図っている。 

 ＮＡＮＤ型市場にはすでにハイニックスやＳＴマイクロエレクトロニクスなどが新規参入

している。また、2005年末にはインテルがマイクロンと合弁でＮＡＮＤ型に参入することを

発表しており、競争の激化が予想される。メモリ事業は量産効果によるコストダウンが収益

に直結することから、各社は相次いで最新鋭の設備を導入し、効率的な生産体制の構築を急

いでいる。今後は、新規設備の歩留まり向上やメモリの大容量化に加えて、コスト競争力の

優劣がシェアを大きく左右するものとみられる。 

 

（５）アナログ 

 プロセッサやメモリなど多くの半導体が「０」と「１」のデジタル処理方式であるのに対

し、アナログ半導体は絶対値を識別し、電源電圧の制御やアナログ信号のデジタル信号への

変換などを行う。電源電圧の増幅機能を担うオペアンプや、音声や映像などのアナログ信号

をデジタル信号に変換する際に用いられるコンバーターなどが代表的な製品で、通信機器や

デジタル家電には不可欠な半導体である。 

 例えば携帯電話の場合、話し手の声（アナログ信号）はアナログＩＣでデジタル化され、

そのデジタル信号はＤＳＰで処理（圧縮）後、送信される。圧縮されたデジタル信号を受け

手側で受信すると、ＤＳＰで圧縮前のデジタル信号に戻す処理（伸長）を行い、その信号を

アナログＩＣでアナログ信号に変換することで通話が実現する。このように、高性能なプロ

セッサとアナログＩＣが一連の処理を効率よく瞬時に行い、電源電圧を安定制御することに

より、リアルタイムでの信号処理が可能となっている（図表２－６参照）。 

 

図表２－６ デジタル携帯電話における信号処理のしくみ 

 

（出所）日本ＴＩホームページ http://www.tij.co.jp/jcorp/docs/dsps/index.html より転載 
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アナログ半導体は電圧や信号強度などの絶対値を識別して機能するため、誤作動の原因と

なる外部からの雑音やバラツキ、ゆらぎをできるだけ排除するように回路を設計することが

ポイントとなる。必ずしも最先端の加工プロセスを必要とはしないが、回路設計や製造プロ

セスともにやや特殊性が強く、シミュレーション技術も確立していないため、エンジニアの

経験と力量に頼る部分が大きいといわれる。 

 ガートナー データクエストによれば、2004 年の汎用アナログ市場規模は半導体市場全体

の約６％を占めており、この比率はここ数年ほぼ一定である。エレクトロニクス製品のデジ

タル化が進んでも、人が音声や映像を感じ取るためにはデジタル信号をアナログ信号に変換

する必要があるため、アナログ半導体はデジタル機器にも必ず搭載されるものである。 

 

図表２－７ 汎用アナログのメーカー別世界シェア（2004 年） 

 

（出所）ガートナー データクエスト (2005 年４月) GJ06061 

 

汎用アナログ分野はＴＩやアナログ・デバイセズ、ナショナルセミコンダクターなど米国

勢が強く、上位５社（いずれも米系メーカー）の世界シェアは６割弱に達する（図表２－７

参照）。国内にもロームや新日本無線など、大手とは一線を画したアナログに強いメーカーは

存在する。しかし、大手の多くはデジタル系の半導体を主力事業と位置付けて設計開発や生

産技術の重点をシフトしたため、これが日本のアナログ半導体の弱体化につながったとの指

摘もある。 

デジタル技術が進歩するにつれて、アナログ技術の役割も重要となる。一つの半導体にア

ナログとデジタル両方の信号処理技術を統合したミックスド・シグナルのような半導体では、

アナログとデジタルの両方の技術を融合する能力を持った技術者をどれほど擁しているかが

ポイントとなる。アナログ系メーカーは、豊富な経験が必要とされるアナログ技術を極めた

上でデジタル技術も追求しており、今後、製品のデジタル化が進む中でも一定の強みを発揮
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し続けるものと考えられる。 

 

２．特定用途品分野における日系メーカーの競争力分析 

（１）ＡＳＩＣとＡＳＳＰ 

 セット製品のデータ処理や制御を行う場合、既存の汎用ロジック製品を利用することも不

可能ではないが、最終的にシステムをカスタマイズする際の柔軟性が制約されるという問題

が生じる。エレクトロニクス製品の高機能化に伴い、カスタム化のニーズは強まる一方であ

り、製品の差別化に必要な機能を盛り込むため、半導体メーカーはデザイン・インにより顧

客と一体となったカスタムチップの開発に注力してきた。 

カスタム性を高めれば、顧客毎に異なるニーズにきめ細かく対応できるものの、際限のな

い多品種少量生産に陥ると、生産面での量産効果が得られなくなる可能性がある。また、半

導体の集積度が高まり、多くの回路がワンチップに搭載されるため、ＡＳＩＣの開発や動作

環境の検証に時間とコストがかかることが問題とされている。 

こうした中で、ＡＳＩＣと異なり、複数の顧客を対象に販売されるＡＳＳＰ（特定用途向

け標準ＩＣ）が注目を集めている。ＡＳＳＰは、「無線通信」「画像処理」「自動車制御」など

の特定用途品を開発する際、なるべく多くのインターフェースや標準的な規格に対応するこ

とにより、幅広い顧客に販売することを狙っている。もともとＡＳＩＣとして開発されたも

のが、販路の拡大に伴って次第にＡＳＳＰとなる場合も増えており、ＡＳＩＣと比べてＡＳ

ＳＰの市場規模の拡大が顕著である。 

日本の半導体メーカーは、ＡＳＩＣ市場においてはＴＩ、ＩＢＭ、ＳＴマイクロエレクト

ロニクスといった欧米勢に次ぐ相応のポジションを確保している（図表２－８参照）。しかし、

ＡＳＩＣの 2.6 倍以上の規模に達し、今後とも高い成長率が期待されるＡＳＳＰ市場では、

フィリップス、インテル、Qualcomm、インフィニオン、ＴＩなどの海外メーカーが上位を占

め、日系メーカーは下位にとどまる構図となっている（図表２－９参照）。 

セット製品の立ち上がり期に特定顧客向けＡＳＩＣの開発で日本勢が先行しても、普及期

に入って汎用・量産化が進み、ＡＳＩＣがＡＳＳＰ化するにつれて、海外勢にシェアを奪わ

れるケースも見受けられる。日本勢として特定用途品ビジネスにどう取り組んでいくか、具

体的な戦略の構築が急務である。 
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図表２－８ ＡＳＩＣのメーカー別世界シェア（2004 年） 

 

（出所）ガートナー データクエスト (2005 年 4 月) GJ06046 

 

図表２－９ ＡＳＳＰのメーカー別世界シェア（2004 年） 

 

（出所）ガートナー データクエスト (2005 年４月) GJ06046 

 

（２）ＳｏＣ（システムＬＳＩ） 

特定用途品の中でも注目を集めているのがＳｏＣ（system on a chip：システムＬＳＩ）で

ある。ガートナー データクエストの定義によると、ＳｏＣとは、メモリやロジックに加えて、

ＡＲＭ、ＭＩＰＳ、ＤＳＰコアやグラフィックエンジンなどのプロセッサコア（compute 

engines）を１個ないし複数個集積化したＡＳＩＣあるいはＡＳＳＰのことである。ＡＳＩＣ

及びＡＳＳＰの大部分にはメモリとロジックが集積されており、これらとＳｏＣとの相違点



― 24 ― 

は、ＳｏＣには１個ないし複数個の compute enginesが集積されていることである6。 

ＳｏＣのような高集積なチップが実用化された背景には、半導体回路の微細化が 130nmか

ら 90nm、65nmへと進み、チップ上に多くの半導体素子を集積できるようになったことが挙

げられる。これまで複数の半導体を基板上で組み合わせていたものを１個のチップにまとめ

ることで、製品の小型化、高性能化、省電力化や低コスト化が実現できる。ＳｏＣ市場の拡

大が期待される中で、半導体メーカーは、ＳｏＣをデジタル家電や携帯通信機器などのコア・

デバイスとして位置付け、投資や研究開発のリソースを集中する戦略を採っている。 

ＳｏＣとは具体的にはどのようなチップのことであろうか。ＳｏＣにはエレクトロニクス

製品のシステム全体あるいはかなりの部分が集積される。一例として、第３世代携帯電話（３

Ｇ）向けＳｏＣの構成をみてみよう（図表２－10 参照）。音声通信がメインであった頃の携

帯電話では、ベースバンド・プロセッサによる処理が中心であった。しかし、近年はカメラ

付き端末が普及し、音楽配信サービスやＧＰＳ（Global Positioning System：全地球測位シス

テム）、テレビ受信など様々なアプリケーションが搭載されるようになった。端末機能の高度

化に伴い、従来のベースバンドに加えて、アプリケーション制御用のプロセッサも搭載され

るのが一般的となっている。そして、携帯端末の小型高性能化、コスト削減、低消費電力化

に対するニーズの高まりを受けて、現在では、プロセッサ、メモリや周辺回路からなるシス

テム全体をワンチップのＳｏＣに集約化する方向へと向かいつつある。 

 

図表２－10 第３世代携帯電話端末用ＳｏＣチップの構成例 

 

（出所）ヒアリング、各種資料により作成 

 

                                                        
6 Gartner "SoC Market is set for Years of Growth in the Mainstream" Bryan Lewis, 17 October 2005, GJ06073 

ワンチップに集積(ＳｏＣ) 
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このように、携帯電話やデジタル家電をはじめとするエレクトロニクス製品の機能の多く

は、中核となる半導体によって実現されている。こうしたチップには動画や静止画、音声の

圧縮技術や無線技術などに関連するＩＰ（半導体設計資産）が多数必要とされ、ＩＰによっ

て製品の価値が決まる時代となっている。 

ＳｏＣ事業は最先端の微細加工プロセスを用いるため、大規模な設備投資が必要となる。

国内大手では東芝が 2,000 億円を投じて 65nmの最先端プロセス技術を導入した口径 300mm

ウェハ7対応ラインを大分工場に新設し、04 年秋より稼働させている。また、富士通は三重

県多度町に 300mmウェハ採用のロジックＬＳＩ量産設備の建設を発表し、90nm対応の第１

棟及び 65nm 対応の第２棟を合わせた投資額は 2,800 億円に達する。このほか、ＮＥＣエレ

クトロニクスが山形県鶴岡市にデジタル家電や高性能コンピュータ向けのシステムＬＳＩを

生産するための新工場棟を建設するなど、300mmウェハ対応のＳｏＣラインの新設・増強投

資が相次いでいる。 

しかし、これまでのところＳｏＣ事業の収益は総じて低位にとどまっている模様である。

これは、最先端プロセスへの巨額の投資による償却負担が重いことが一因である。また、Ｓ

ｏＣは高付加価値品としての販売が本来期待されるはずであるが、チップが搭載されるデジ 

 

図表２－11 国内主要半導体メーカーの 300mm ウェハ対応ＳｏＣ関連投資の動向 

 

（出所）各社ホームページにより作成 

 

                                                        
7 300mmウエハの表面積は 200mmウエハに比べて 225%（２倍以上）で、１ウエハ当りのチップ数は 240%
に向上する。また、300mmウエハではチップ１個を製造するのに必要な電力及び水の使用量は 200mmウエ
ハに比べて 40%削減されるという。このように、大口径の 300mmウェハを採用することにより、製造コス
トを抑えつつ、チップの製造量を飛躍的に増大させることができるとされる（インテル ホームページ参照）。 
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タル家電などの最終製品が想定を上回る売価ダウンに見舞われていることも、収益に影響し

ていると考えられる。 

ＳｏＣは顧客からの受注に基づいて最初からカスタムメイドする形になりがちで、開発ま

でに相当なコストがかかるとされる。一方、エレクトロニクス製品の寿命は短期化の傾向に

あり、工数をかけて開発したＳｏＣが搭載される製品が売れ筋から外れてしまえば、投資回

収は期待し難くなってしまう。日本の半導体メーカーの多くは、汎用ＤＲＡＭからの撤退後、

特定用途向けのＡＳＩＣに活路を見出そうとしてきたが、必ずしも十分な収益に結び付ける

ことができなかった。これと同様の事態がＳｏＣでも繰り返されることのないよう、早急な

対応策が求められる。 

 

本章では、汎用品と特定用途品の主要製品セグメント別に、日本勢の競争優位性の分析を

試みた。その結果、明らかとなったのは、汎用品分野でのシェア拡大と特定用途品分野の標

準化の両面で出遅れ、海外メーカーとの格差が広がっていることであった。日本勢が注力す

る特定用途品における採算性の改善は、海外メーカーにとっても大きな課題のはずである。

今後の日本半導体産業の立て直し策を考えるうえで、海外勢が特定用途品にどのように対応

しようとしているのか、グローバルな視点から把握することは不可欠である。 

そこで、今回の調査では、近年、成長著しい台湾の半導体産業について現地取材を実施し

た。次章以降では、台湾をはじめとする海外勢との国際比較を通じて、日本半導体産業のお

かれた現状と問題点を浮き彫りにしていくこととする。 
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第３章 垂直分業型ビジネスモデルにより発展を遂げる台湾半導体産業 

 

１．半導体産業の集積が進む新竹サイエンスパーク 

 台湾には、北部にある新竹サイエンスパーク（1980 年運営開始）、中部サイエンスパーク

（2003年運営開始）、南部サイエンスパーク（1996年運営開始）の３つのサイエンスパーク

が存在する8。このうち、半導体産業の集積エリアとして知られるのが「新竹サイエンスパー

ク」（新竹科学工業園区）である。面積 632haの広大な敷地内には、2004年 12月現在で 384

社が進出しており、大規模なファブ（工場）や研究施設などが建ち並んでいる。業種別の内

訳をみると、半導体関連が 164 社と全体の４割強を占め、コンピュータ・周辺 58 社、通信

52 社、光電子関連 61 社などが続いており、半導体デバイスを核としたエレクトロニクス産

業の一大拠点となっている（図表３－１、３－２参照）。 
 

図表３－１ 台湾のサイエンスパーク建設状況（計画を含む） 

 
（注）カッコ内の数字は面積(ha) 

（出所）科学工業園区管理局（Science Park Administration） 
 

図表３－２ 新竹サイエンスパーク進出企業の業種別内訳（2004 年 12 月現在） 

 

（出所）科学工業園区管理局 
                                                        
8 現在建設中あるいは計画中のものを含めると、合計 10カ所のサイエンスパークが整備される予定である。 
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新竹サイエンスパークの運営主体は行政院直属の科学工業園区管理局で、1980年の開園以

来、インフラや施設整備に総額16.8億米ドル（約2,000億円）が投下されてきた。パークに隣

接して設立されている工業技術研究院（ＩＴＲＩ）は、先端技術の研究及び民間企業への技

術移転を推進するとともに資金面の支援も手がけており、これまでにパーク内の40社以上に

出資を行っている。 

図表３－３に示すように、パーク内の従業員数は 1990 年代半ば頃から急増し、現在では

11.5万人に達する。このうち、海外留学経験者が４千人余りで、彼らが起業した会社はパー

ク開設以来 24年間で 116社にのぼるという。このことからも、海外留学者や米シリコンバレ

ーからの帰国組が、台湾半導体産業の発展に大きな役割を果たしてきたことがうかがわれる。 
 

図表３－３ 新竹サイエンスパークの従業員数の推移 

 

（出所）科学工業園区管理局 
 

サイエンスパークへの進出企業に対しては、手厚い公的支援策が用意されている。租税減

免措置として５年間の営業所得税（最高税率25％）の免除が適用されるほか、公的金融機関

である交通銀行から通常より2.15～2.5％低利の融資を受けることができる。また、半導体製

造装置などを輸入する際の輸入税・貨物税、並びに、製品を輸出する際の営業税が免除され

る。研究開発についても、審査を経て１件あたり約５百万元（1,750万円）の助成金が支給さ

れる制度が設けられている。これらの支援策は、台湾に多い中小企業間の連携を促進するた

めのインフラの提供、技術移転や人材育成などとの組み合わせで実施されることにより、一

段と効果が高まっていると考えられる。台湾では半導体産業の育成が重要施策として明確に

位置付けられており、産官学一体となった強力な取り組みが、台湾の半導体産業の発展に大

きく寄与してきたと考えられる。 

なお、製造コストの問題などから、台湾でも近年、量産拠点の海外移転が進んでおり、新

竹でもデザインに注力する企業が次第に増えてきている。管理局としてもファブレスをはじ

めとする研究開発型の企業誘致に努めていく方針である。 
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２．垂直分業型ビジネスモデルにより発展を遂げる台湾半導体産業 

（１）半導体産業における２つのビジネスモデル 

半導体産業では、川上の論理・回路設計から、川下の製造工程までを、社内で一気通貫に

て行う垂直統合型のＩＤＭ（Integrated Device Manufacturer）と、川上と川下の各部門を異な

る企業間で分業するタイプの２つのビジネスモデルが存在する。 

日本の大手半導体メーカーはほとんどがＩＤＭである。しかも、その多くは総合電機メー

カーの一部門となっている。総合電機メーカーは、コンピュータ、通信機器、白物家電、Ａ

Ｖからシステム開発などに至るまで、非常に広範な事業分野をグループ内に抱えており、そ

の中で、半導体部門は、主として社内のセット製品向けの半導体開発（内販）という役割を

担ってきた。一方、インテルやＴＩをはじめとする海外の有力企業の多くは半導体専業メー

カーであり、それ以外でも、ＩＢＭや Qualcomm のように、コンピュータと半導体、あるい

は、通信と半導体といった形で、事業範囲をある程度絞り込んでいるケースが多い（図表３

－４参照）。 

 

図表３－４ 総合電機メーカー型と専業型のビジネスモデル 

 

（出所）電子情報技術産業協会「ＩＣガイドブック」をもとに作成 

 

また、半導体部門の製品構成を見ても、日本の大手メーカーはメモリからマイコン、アナ

ログ、ディスクリートまで、ほぼ全ての品種を取り揃えるフルライン型となっている。これ

に対し、メモリにフォーカスして業容を拡大する韓国勢や、プロセッサやＦＰＧＡ／ＰＬＤ

などで圧倒的なシェアを確保する米国勢にみられるように、海外メーカーの多くは自社が得

意とする特定分野の製品に経営資源を集中し、成功をおさめている。 

一方、米国や日本より遅れて半導体産業に参入した台湾には、垂直統合（vertical integration）

で設計から製造まで自社内で一気通貫させるのではなく、特定の分野に特化する専業型メー

カーが多い。とりわけ、受託製造（ファウンドリー）に専念する台湾勢は、設計に特化する
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シリコンバレーのファブレス・ベンチャーとグローバルに相互連携し、分業のシナジー効果

を発揮しながら急速な発展を遂げてきた（図表３－５参照）。こうした「垂直分業」型のビジ

ネスモデルは 1990年代以降から急速に台頭し、世界の半導体産業に大きな地殻変動をもたら

してきた9。 

台湾はパソコンや周辺機器の世界的な受託製造拠点でもある。パソコンを中心としたサプ

ライチェーンの存在が、台湾に多い中小企業に成長の機会をもたらし、分業体制と相互依存

関係を深化させてきた側面もある。従来のＩＤＭとはまったく異なる、独自のビジネスモデ

ルが生み出された背景には、台湾内の市場拡大に限界がある中で、国際分業による相互依存

関係の構築に活路を見出そうとする発想があったと考えられる。 

 

図表３－５ 垂直統合型と垂直分業型のビジネスモデル 

 

（注）ＩＤＭ：Integrated Device Manufacturer 
（出所）電子情報技術産業協会「ＩＣガイドブック」、ヒアリングにより作成 

 

（２）垂直分業型のビジネスフロー 

垂直分業型のビジネスは以下のような流れとなるのが一般的である。まず、エンドユーザ

ーから依頼を受けたファブレスが、顧客の要望を踏まえながら半導体の設計開発を行う。設

計が完了すると、ファブレスはファウンドリーに設計データを渡して製造を委託する。ファ

ウンドリーは主に前工程を自社ファブで行い、後工程の組立や検査はサブコンやテストハウ

スなどのアウトソースを活用することも多い。 

なお、半導体の機能回路ブロックやソフトウェアのことをＩＰと呼んでおり、ＩＰの開発

と外販に特化する「ＩＰプロバイダー」という業態も存在する。垂直分業型では、ファブレ
                                                        
9
 垂直分業モデルにおいては、ファブレスとファウンドリーの関係が「設計特化－製造受託」という単純な
分業レベルから大きく変化し、設計から製造までの一連の縦方向の流れの中で、ファブレスとファウンドリ
ーが互いに連携を深めてきていることに留意すべきである。以降でも述べるように、垂直分業モデルにおい
て、ファブレスとファウンドリーは相互補完関係の強化を図っており、「分業下でのバーチャルな統合」と
でも言うべき緊密なパートナーシップを構築している。 



― 31 ― 

スが開発したＩＰと顧客が保有するＩＰを組み合わせて半導体の設計を進めることになるが、

デファクト・スタンダード（業界標準）となるような有力なＩＰが存在する場合は、それを

提供しているＩＰプロバイダーから当該ＩＰをライセンスすることが不可欠となる。 

 

（３）台湾における垂直分業型の半導体産業構造 

図表３－６は台湾の半導体産業の構造を示したものである。台湾の強みは製造部門にあり、

ファウンドリーがその中核を占めていることは言うまでもない。また、後工程の組立やテス

ティングでも有力メーカーが多数存在し、海外から幅広く業務委託を受けている。 

これに加えて、近年、ファブレス企業が急成長している点が注目される。2004年現在、台

湾には 260社のファブレスが存在する。2000年の 140社と比較すると 1.8倍以上の増加とな

る10。台湾勢は、川下の製造部門だけでなく、川上の設計においても急速に存在感を増して

きている11。 

こうしたトレンドは業態別の売上高からも裏付けられる。台湾のファウンドリー売上高は

合計 119 億ドル（2004 年）であり、最大手ＴＳＭＣ（Taiwan Semiconductor Manufacturing 

Company）の売上高は 77億ドルとなっている。これは、サムスン電子（173億ドル）やＴＩ

（109億ドル）には及ばないものの、日系の大手半導体メーカーの売上高に迫る水準である。 

 

図表３－６ 台湾における垂直分業型の半導体産業構造 

 

（出所）工業技術研究院｢2005 半導体工業年鑑｣ 

 

 

                                                        
10 工業技術研究院「2005半導体工業年鑑」による 
11

 台湾のファブレスについては後節でも詳しく紹介する 
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一方、ファウンドリー以外の半導体メーカーの売上高も 112億ドルと、ファウンドリー売上

高とほぼ肩を並べるところまで伸長してきている。この中にはＤＲＡＭメーカーなども含ま

れるが、ファブレス大手の売上高合計は主要ＤＲＡＭメーカーの売上高合計とほぼ同じ規模

に達しつつあり、このことからも台湾でのファブレスの成長ぶりがうかがわれる。 

 

図表３－７ 台湾のファウンドリー売上高（2004 年） 

 

出典：ガートナー データクエスト（2005 年 5 月) GJ06003 

 

図表３－８ 台湾の主要半導体メーカー売上高（ファウンドリー売上を除く）(2004 年） 

 

出典：ガートナー データクエスト（2005 年 5 月) GJ06003 

 

（４）日本勢と海外勢の収益力比較 

 台湾勢のプレゼンスの高まりは、規模的な大きさだけでなく、収益力の高さにおいても顕

著にみられる。 

ＷＳＴＳ（世界半導体市場統計）によれば、2004 年の世界半導体市場は前年比 28％増の

2,130 億ドルとなり、ＩＴバブル期の 2000 年のピーク（2,044 億ドル）を超え、過去最高を

更新した。パソコンや携帯電話に加えて、デジタル家電や自動車向けといった新たな用途が

拡大したこともあり、市場成長率は 2000年に記録した同 37％増に次ぐ高い伸びとなるなど、

世界の半導体市場は活況を呈した。 

こうした中で、日系と海外の主要半導体メーカーの収益力には大きな格差が生じている。

2004年度の主要な日系半導体メーカーと外資系半導体メーカーの業績を比較するため、売上

高の対前年比伸び率と営業利益率を日本勢と外国勢に分けてプロットしたのが図表３－９で

ある。営業利益率をみると、インテル 29.6％、TI 18.7％、サムスン電子 41.1％などが非常に

高い水準にあり、これらのメーカーは売上も順調に伸ばしていることが分かる。台湾勢もＴ
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ＳＭＣの営業利益率が 36.1％、ＵＭＣ（United Microelectronics Corporation）21.4％、ファブ

レスの MediaTek36.8％などと利益率が極めて高い。これに対し、日系メーカーの売上伸び率

は一部を除いて市場全体の成長率を大きく下回っており、営業利益率も大半が１桁台となる

など、総じて低位にとどまっている。 

収益力の高さが際立つ企業群を点線で囲むと、概ね以下の４つのカテゴリーに分類するこ

とができる。 

① トップグループの大規模ＩＤＭ（サムスン電子、インテル、ＴＩ） 

② ファウンドリー（ＴＳＭＣ、ＵＭＣ） 

③ ファブレス（ザイリンクスなど） 

④ ＩＰプロバイダー（ＡＲＭなど） 

 ＩＤＭで高水準の収益を確保しているのは、上位３社のみであることがわかる。いずれも

主力製品で他社を圧倒するシェアを確保することで、スケールメリットを享受していると考

えられる。一方、これらの上位グループの後塵を拝する規模のＩＤＭは収益面で相対的に見

劣りする傾向がある。日本勢だけでなく、インフィニオンやフィリップスなどの欧州系ＩＤ

Ｍも苦戦している姿が浮き彫りとなっている。そして、2005年度に入ってもこうした傾向は

続いている。 

海外勢が、垂直分業という新たなビジネスモデルに対応しながら市場の拡大を自社の業績

に確実に結び付けてきたのに対し、日系メーカーはビジネスチャンスを生かし切れておらず、

今後、海外勢との格差がさらに拡大することも懸念される。 

 

図表３－９ 国内外の主要半導体メーカーの収益力比較（2004 年度決算） 

 

（注）日本企業は３月期決算、外国企業はマイクロン（８月期）、インフィニオン（９月期）を除き 12 月決算 
（出所）半導体産業新聞、各社決算資料より作成 
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３．垂直分業型のビジネスモデルが台頭してきた背景 

半導体業界に様々な変革をもたらした垂直分業型のビジネスモデルは、半導体産業におけ

る大きな構造変化の中から生み出されてきたものである。かつての汎用ＤＲＡＭ全盛の時代

を経て、1980 年代末から 90 年代に入ると、特定用途品に対するニーズが高まってきた。特

定用途品では、微細加工や歩留まりといった製造プロセス面の技術だけでなく、いかに論理

的かつ効率的な回路を迅速にデザインできるかという設計技術が、差別化の重要な要素とな

る。このため、付加価値の多くが設計部門から生み出されるようになり、設計に特化したベ

ンチャー企業が米国のシリコンバレーを中心に相次いで起業した。 

この頃、ＥＤＡ（設計自動化）ツールの普及により、シリコン基板にトランジスタの配置

や配線を落とし込む作業が自動化され、シリコンの専門家ではない論理設計者でも回路レイ

アウトの設計までできるようになったことも、設計部門と製造部門の独立化・専業化を後押

しすることとなった。従来は半導体メーカーが社内で蓄積していたプロセス開発のノウハウ

が製造装置の中に組み込まれ、売れ筋の装置を並べれば半導体を作れるようになってきたこ

とも、新規参入組への追い風となった。 

こうした半導体産業の構造変化のトレンドをいち早くつかんだのが、世界初のファウンド

リーであるＴＳＭＣを 1987年に台湾で立ち上げた張忠謀氏である。張氏は、設計に特化すれ

ば巨額の設備投資がなくとも半導体事業に参入できるため、今後は有能な設計者が自らファ

ブレス企業を興す可能性が高く、彼らから製造委託を受けるファウンドリー・ビジネスのチ

ャンスも極めて大きいと考えたという12。当時のＩＤＭは自社ブランド製品を優先し、ファ

ブレスのベンチャー企業の受け皿にはなり得なかったのである。 

ファブレスから見た場合、ＩＤＭは設計部門を自社内に持っているため、競合相手となる

ＩＤＭに生産を委託することは難しい。製造に特化するファウンドリーの登場で、ファブレ

スは安心して製造を任せられるようになり、ファブレスとファウンドリーは相互補完しなが

ら車の両輪として発展することとなった。ファウンドリーの成長がファブレスやＩＰプロバ

イダーの活動領域を広げ、それがファウンドリーの更なる発展をもたらすという、いわばＷ

ｉｎ－Ｗｉｎの関係が成り立っている。 

製造設備を持たないベンチャー企業でもファウンドリーを活用すれば自社開発の半導体

を世に問うことができ、その優位性が認められれば半導体業界で大きな影響力を及ぼすこと

も可能である。1990年代に入ると、斬新な発想力で勝負するシリコンバレーの半導体ベンチ

ャー企業が、製造をファウンドリーに一任する形で独自の半導体を供給するという流れが形

成されてきた。ＦＰＧＡ／ＰＬＤで世界市場をリードするザイリンクスやアルテラも、シリ

コンバレーのベンチャーから世界有数のファブレスへと成長した企業である。垂直分業は設

備投資のリスクから半導体メーカーを解き放ち、新規参入を活発化させることにつながった。 

今日では、半導体事業に深く精通した経営者でないと、業界の全体像を把握して的確な経営

判断を行うことは困難となりつつある。各社が設計、コアＩＰの開発、ウェハ製造、パッケー

                                                        
12

 ＴＳＭＣ設立の経緯については呉（2004）p.76参照 
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ジング、テスティングなど得意分野へ集中することにより、専門的な見地からスピード感ある

経営判断を下すことが容易になる。これも分業体制の成立を後押しする背景の一つであろう。 

半導体産業は、設計と製造の連携が高度なレベルで求められる産業である。自社内に両方

の機能を兼ね備えるＩＤＭに対抗するため、垂直分業モデルでは、設計と製造の専業メーカ

ーが各々専門性を高めながら相互補完関係を構築することで、分業体制下でも統合的なアプ

ローチを実現しようとしている。 
 

４．世界半導体市場における台湾系メーカーのプレゼンスの高まり 

 ここで、世界の半導体業界における台湾系メーカーの位置付けを確認しておこう。 

（１）ファウンドリー 

世界のファウンドリーメーカー売上高合計は 187億ドル（2004年）に達する。ファブレス

の成長に伴い、2001年と比較するとほぼ倍増した。ファウンドリーは売上高ベースで世界の

半導体製品の４分の１を製造しているとされる13。世界シェアをみるとＴＳＭＣが圧倒的な

シェアを持ち、以下、ＵＭＣ、Chartered Semiconductor（シンガポール）、中国のＳＭＩＣ

（Semiconductor Manufacturing International Corporation）がこれに続く（図表３－10 参照）。

ファウンドリーは製造に経営資源を集中してキャパシティを拡大し、スケールメリットでコ

ストを引き下げ、競争力を確保するのが基本的な戦略である。売上高に対する設備投資額の

比率（2004年）をみると、ＴＳＭＣやＵＭＣは 30～40％前後と高く、ファウンドリーが規模

の拡充に注力している様子がうかがわれる。 
 

図表３－10 世界のファウンドリーメーカー売上高シェア（2004 年） 

 

（出所）ガートナー データクエスト (2005 年 10 月) GJ05446 

（２）組立受託 

ファウンドリーの多くは前工程に集中しており、後工程とテスト事業はアウトソースを活

                                                        
13 ガートナー データクエスト"Foundries Enhance the Semiconductor Value Chain" James F. Hines, 2005年 4月
27日 GJ06062 
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用している。これらの業務を請け負う組立受託製造メーカーは「サブコン（サブコントラク

ター）」とも呼ばれ、アジアを中心に発展している。上位５社のうち３社を、ＡＳＥ（Advanced 

Semiconductor Engineering）、ＳＰＩＬ（Siliconware Precision Industries）、ChipMOSの台湾勢

が占めている。なお、サブコンのうちテスト工程だけを請け負う「テストハウス」という業

態もあり、これも台湾に多く存在する。 

製造工程の無人化が進む前工程と異なり、後工程は人件費の比率が高いとされる。業界ト

ップのサブコンであるＡＳＥは従業員３万４千人を擁する14。このため、ウェハテストやパ

ッケージング、ファイナルテストについては、ＩＤＭも以前から積極的に外部委託を活用し

てきた。近年では、生産体制の再編策として後工程を社内から切り離す動きもみられる。一

例として、ＮＥＣエレクトロニクスは、2004年にＮＥＣ山形の高畠工場をＡＳＥグループに

売却し、汎用パッケージ製品の生産を外部委託する方針を明らかにしている。 

これまでファブレスからの受託が中心であったファウンドリーも、ＩＤＭからの製造受託

が増えてきており、ＴＳＭＣの場合ではＩＤＭからの受注が全体の 28％を占める15。ＩＤＭ

が自社ファブとファウンドリーを併用するビジネスモデルは「ファブライト」戦略とも呼ば

れ、柔軟な生産能力を確保しながら投資負担を軽減する方策として広がりつつある。 
 

図表３－11 世界の組立・テスト受託メーカー売上高シェア（2004 年） 

 

（出所）ガートナー データクエスト (2005 年 10 月) GJ05446 

 

（３）ファブレス 

ファブレスは自ら製造設備を持たず設計・開発に特化し、製造はファウンドリーに委託す

る。このため多額の初期投資が不要で、ベンチャー企業の参入が盛んであり、米国のシリコ

ンバレーがファブレスの一大集積地となっている。 

業界首位の Qualcomm は、携帯電話の世界的な通信規格であるＣＤＭＡ技術を開発し、これに
                                                        
14 ASEホームページによる 
15 2005年第４四半期実績、ＴＳＭＣホームページによる 



― 37 ― 

対応したデファクトスタンダードの半導体を設計・販売している。また、nVIDIAとATI Technologies

（カナダ）はグラフィックスプロセッサ（ＧＰＵ）、ザイリンクスはＦＰＧＡ／ＰＬＤで独自の強

みを発揮している。ファブレスの多くは自社の得意分野にリソースを集中し、デファクト戦略や

パートナーシップも効果的に活用しながら、特定分野で圧倒的なシェアを確保している。 

 台湾でもこのところファブレスの成長が顕著であり、2000年の 160社から 2004年には 260

社まで急増した。特に、MediaTek、VIA Technologies、Sunplus Technologyなどが売上を伸ば

しており、設計力の向上が目覚ましい。 

台湾系ファブレスの顧客分布をみると、台湾内の比率が 2000年の 59％から 2004年に 37％

まで低下する一方、中国の比率が 22％から 55％へと急上昇している16。生産拠点の海外移転

が進む中、台湾のファブレスは、成長著しい中国のエレクトロニクス産業を主要な顧客とす

ることで、持続的な成長を遂げていると言えよう。 
 

図表３－12 世界のファブレスメーカー売上高シェア（2004 年） 

 

出所：ガートナー データクエスト(2005 年４月) GJ05447 

 

（４）ＩＰプロバイダー 

半導体メーカーは、性能や機能を差別化するためのＩＰは自社で開発する一方、すでにデ

ファクト化しているＩＰについては、開発期間の短縮やコスト削減のために外部調達するよ

うになっている。半導体のコアとなる設計資産（ＩＰ）を開発し、半導体メーカーに対して

ライセンスを行うのが「ＩＰプロバイダー」である。ＩＰは知的財産として保護されるため、

半導体メーカーはＩＰを保有する企業との間で契約を締結し、ライセンス料の支払いと引き

替えにＩＰを利用することとなる。 

ＩＤＭはチップデザインやＩＰを社内に多数蓄積しており、第三者のＩＰを使わなくても

製品の開発自体は可能との見方もあろう。しかし、有力なＩＰプロバイダーは、ファブレス

だけでなくＩＤＭにもＩＰをライセンスしている。ＩＤＭとしても、すべてを自社開発する
                                                        
16 工業技術研究院「2005半導体工業年鑑」 
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ためには多額の開発コストと膨大な時間がかかり、Time to Marketの観点からは間尺に合わ

ないケースが増えてきているものと考えられる。 

半導体ＩＰ（third party向け）の世界売上高（2004年）は 13億ドルで、対前年比 21%の増

加となった。ＩＰのニーズが強い分野の一つがプロセッサコアであり、英ＡＲＭや米 MIPS 

Technologies などが主要なプロバイダーとなっている。第２章でも述べたように、プロセッ

サは、いったん使われ始めると、それに合わせてコンパイラーやソフトウェアが揃えられる

ため、最初に普及した製品の規格が事実上の業界標準となる傾向がある。このため、半導体

の中でもとりわけ周辺分野への影響が大きい中核的な存在であり、デファクト・スタンダード

に対応したＩＰを半導体に組み込まないと、セット機器の拡販に支障を来すことにもなりかね

ない。例えば、ＡＲＭは低消費電力型のプロセッサコアとしてデファクトを獲得し、携帯電話

をはじめとする幅広い製品に採用されている。プロセッサ以外にも、ネットワークを通じた相

互接続の重要性が増すにつれて、インターフェース関連のＩＰに対するニーズも高まっている。 

ＩＰプロバイダーのビジネスは、パートナーを増やして自社ＩＰを普及させない限り、事

業として成り立たないという厳しさがある。ＩＰで成功するためには、他を圧倒するような

優れた性能を持つＩＰを開発するとともに、グローバル展開によるパートナー作りや普及促

進に向けたサポート体制の巧拙もポイントとなる。ソフトウェアや設計環境まで含めてトー

タルにサポートしながらグローバルスタンダードにまで持って行かないと、ＩＰとしては普

及せず、知財としての価値も出てこないためである。 

これまでのところ、ＩＰプロバイダー業界は欧米勢が席巻しており、台湾を含めたアジア

勢はキャッチアップすることができていない。台湾メーカーは、ＩＰ面での弱点を克服する

ため、国際分業体制を最大限に活用し、世界中から有力なＩＰを集めてくることで補完を図

っている。さらに、産官学の連携により、半導体の設計力やＩＰ開発力の強化を図っており、

大学における人材育成、設計環境の整備などの取り組みが進められているところである。 

 
図表３－13 世界のＩＰプロバイダー売上高シェア（2004 年） 

 

（出所）ガートナー データクエスト (2005 年 10 月) GJ05446 



― 39 ― 

第４章 ファブレスとファウンドリーの連携強化によりＳｏＣビジネスへの対

応を目指す台湾半導体産業 
 

前章では、垂直分業型のビジネスモデルにより急速な発展を遂げてきた台湾半導体産業に

ついて概観した。台湾のファウンドリーの強みは、①コスト競争力、②質の高いサービス、

③先端技術力、④幅広い製品ラインナップ、⑤ＩＰライブラリーの提供といった点にある。

このところ台湾では、ファブレスも急成長を遂げており、半導体設計の新たなアウトソース

先の一つとして注目を集めつつある。 

近年、半導体の微細化がナノレベルまで進展し、多くの機能がワンチップに集積されるよ

うになるにつれて、設計と製造の両部門が互いに連携して課題の解決にあたる必要性が増し

ている。こうした中で、ファウンドリーは、単純な製造受託メーカーから、ソリューション

プロバイダーへの進化を目指して様々な取り組みを行っている。また、ファブレスもファウ

ンドリーと連携を深めながら設計の効率化を模索している。 

本項では、ＳｏＣビジネスへの対応を目指す、台湾のファブレスとファウンドリーについ

て概観していくこととしたい。 

 

１．製造受託メーカーからソリューションプロバイダーへと進化するファウンドリー 

（１）大型投資による 300mmウェハ対応ファブの建設 

 台湾のファウンドリーの強みは、投資に対する積極的なスタンスによってもたらされる部

分が大きい。図表４－１は世界の地域別半導体設備投資額を比較したものである17。2004 年

の投資額は合計 483億ドルに達し、2005年も引き続き高水準を維持する見込みである。これ

を地域別に見ると、アジア・パシフィック地域の合計が日本や北米を大きく上回っており、

アジアが半導体の世界的な製造拠点となっていることがデータからも裏付けられる。とりわ

け、台湾の投資額（04 年）は 82.5 億ドルに急増し、韓国を上回る規模となっている。日本

と比較しても４分の３前後の水準に達する。これらの大型投資の牽引役は、ＴＳＭＣとＵＭ

Ｃのファウンドリー２社による、口径 300mm ウェハ対応のファブ建設である（図表４－２

参照）。最大手であるＴＳＭＣの投資額（2005年）は 24.8億ドルに達し、ほとんどの日系メ

ーカーの１社当たり投資額を上回る規模となっている。 

台湾メーカーの特徴は、日本勢と比べて１ファブ当たりの生産能力が大きいことである。

圧倒的な投資でスケールメリットを引き出し、コスト競争力を高めている。導入する設備に

ついては、フレキシビリティをできるだけ高めることを重視している。顧客の様々な製造委

託の要望に応えることがファウンドリーの生命線となることから、製造の柔軟性を高めて、

幅広い製品ラインナップを整えることが不可欠となるためである。ＴＳＭＣは世界中に300

を超す顧客を抱え、全部で５千種類以上の製品を生産しているという18。多数の顧客から製
                                                        
17 投資地点ベースでの地域別投資額 
18 ‘TSMC 2004 Business Overview’を参照 
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造委託を受けることはリスク分散にもつながる。ファウンドリーの顧客基盤は通信、民生、

コンピュータなど多方面にまたがるため、ある分野が落ち込んでも他の分野でカバーするこ

とにより、ボラティリティを小さくすることが期待できる。 

微細化対応においても、台湾のファウンドリーは 90nm の先端プロセスでの量産をすでに

開始しており、2006年中には 65nmの試作も立ち上げる予定である。歩留まりなどに課題が

あるとの指摘もあるが、先端プロセス技術で急速にキャッチアップしつつあることは間違い

ない。 

 

図表４－１ 世界の地域別半導体メーカー設備投資額比較 

 

（出所）ガートナー  データクエスト（2005 年 12 月) GJ06004 

 

図表４－２ 台湾のファウンドリーによる 300mm ウェハ対応ファブ稼働状況 

 

（出所）工業技術研究院｢2005 半導体工業年鑑｣、各社ホームページなどにより作成 
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（２）コスト競争力の源泉 

台湾のファウンドリーの強みとして指摘されるコスト競争力について、財務面から分析す

ることにしよう。図表４－３に示すように、最大手ＴＳＭＣの売上原価率は 55％と極めて低

い水準にある。ファウンドリーは製造に特化して能力増強に経営資源を集中し、スケールメ

リットでコストを安く抑えることにより成長を遂げてきた。日系メーカーとしても、台湾勢

との徹底的な比較を通じて、製造面でのコスト削減の余地が残されていないか、改めて検証

してみることが必要と思われる。 

限界利益率の高さのみならず、販売費、一般管理費や研究開発費を売上高に比して低く抑

えていることも、台湾勢に高水準の利益率をもたらす原動力となっている。研究開発費につ

いては、ファウンドリーは受託製造、ファブレスは製品の設計開発という分業関係にあるこ

とから、ＩＤＭと比べて相対的に少額で済むのは当然かもしれない。しかし、販売費や一般

管理費の対売上高比率の格差は看過し得ない点である。日系メーカーは販売費や研究開発費

に多額の資金を投じているが、必ずしも収益に結びついておらず、このあたりが一つの問題

点として浮き彫りとなってくる。 

 

図表４－３ 台湾ファウンドリーのコスト優位性（2004 年度） 

 

（注１）ＴＳＭＣ、ＵＭＣは 12 月期連結決算、ＮＥＣエレクトロニクスは 
    ３月期連結決算 
（注２）換算レート（2004 年平均） １台湾ドル＝3.236 円 
（出所）各社アニュアルレポート 

 

（３）ナノレベルＳｏＣ開発の課題 

近年、製造プロセスが 90nm 以下のナノレベルにシフトするにつれて、ファウンドリーは

ＳｏＣのような集積度の非常に高いチップへの対応を求められるようになってきている。ナ

ノレベルのＳｏＣはシステム設計が非常に複雑で、配線の複雑化によるタイミングの遅延や、

隣接する回路の配線どうしの影響で生じるノイズ（クロストークノイズ）に代表されるよう
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に、技術的な課題が山積している。こうしたチップを作るためには、設計と製造が緊密に連

携する必要があるため、旧世代の成熟したプロセスでチップを受託製造する場合とはかなり

事情が異なってくる。 

これまでの台湾勢は、設計と製造の摺り合わせが必要となるような最先端の領域よりもボ

リュームゾーンに注力し、コスト競争力を最大の武器として利益を確保するのが基本戦略の

ようにも見受けられた。ここにきて、ファウンドリーが敢えてＳｏＣビジネスに進出してき

た背景には、ファブレスとファウンドリーが各々設計と製造に特化して分業するだけの単純

な受託製造モデルでは、ＳｏＣに対応しきれないのではないか、との危機意識があったと思

われる。 

 

図表４－４ ナノレベルＳｏＣの設計開発における課題 

 

（出所）日本政策投資銀行作成 

 

（４）ＩＰライブラリーの活用による設計と製造の効率化 

 こうした中で、ファウンドリーはＳｏＣビジネスにどのように対応しようとしているのだ

ろうか。 

ナノレベルのＳｏＣでは１枚のチップ上に数多くのＩＰが集積されるため、すべてのＩＰ

を最初から１社で設計していたのでは時間とコストがかかり、採算が合わずに顧客も離れて

しまいかねない。このため、ファブレスはコア・デザインに集中せざるを得なくなっており、

自社の設計資産と他社のリソースを組み合わせ、いち早く顧客に提供する国際分業体制が不

可欠となってきている。 

例えば、画像処理用のＳｏＣを開発する場合、ファブレスは開発に時間のかかるグラフィ

ックエンジンに専念し、入出力回路やメモリ、電源関連などの周辺回路については、ファウ
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ンドリーがＩＰをライブラリー化して顧客に提供する仕組みが採り入れられている。多くの

チップに共通して搭載され、必要不可欠となるようなＩＰについては、あらかじめファウン

ドリー側がＩＰライブラリーを構築しておくことにより、トータルの設計期間の短縮を図ろ

うとする手法である。ファウンドリーは、メモリや周辺回路など必要最低限のＩＰについて

は自社開発にも取り組んでおり、設計エンジニアの確保に努めているところである。このよ

うに、ファウンドリーはチップの開発段階からファブレスと密接に連携し、川上のデザイン

面のサポートも手がけるようになっている。ファウンドリーはファブレスとの連携を一段と

深めることにより、顧客へのＳｏＣソリューション提供を目指している。 

なお、ファウンドリーのライブラリーに入っているＩＰは、自社のラインで製造した時に

問題なく機能することが確認済みのため、設計が完了したチップは高い確率で正常に動作す

る。ＳｏＣは多くのＩＰを組み合わせるため、設計段階で問題が無くとも実際の製造に入っ

た段階でチップが動作しないことが少なくないと言われる。 

ファウンドリーは、ＩＰライブラリーを顧客に公開することにより、自社ファブでの製造

受託に結びつける狙いがある。動作確認済みのＩＰを選択すれば、ファウンドリーのライン

で問題なく製造できることから、ファブレスにとってもＩＰライブラリーは設計の効率化に

欠かせないものとなりつつある。さらに、ＩＰプロバイダーにとっても、大規模な生産能力

を持つファウンドリーにＩＰをライセンスしてライブラリーに組み入れることにより、より

多くの顧客に自社ＩＰを利用してもらえるというメリットがある。 

近年は、ＩＰの開発を行う際に用いるＥＤＡ（設計自動化）ツールベンダーとのアライア

ンスも進展し始めている。ＥＤＡツールの分野は、米国勢のツールがないと半導体の設計が

できないと言われるほど、米系ベンダーが圧倒的なシェアを占めている。ＩＰプロバイダー

やファブレスはＥＤＡツールベンダーとの連携強化により、設計の効率化を図っている。ま

た、ファウンドリーもツールベンダーとのパートナーシップを締結し、同じ設計ツールを持

っている顧客からの製造受託を円滑化することで、ビジネスの拡大を目指している。 

このように、垂直分業モデルのプレーヤーであるファブレス、ファウンドリー、ＩＰプロ

バイダーの３者は、相互のパートナーシップを深め、業界標準となりうる有力なＩＰとそれ

に対応した生産能力を互いに持ち寄ることにより、垂直分業で対応可能な領域の拡大を図っ

ている。垂直分業モデルの成功を読み解くキーワードが「標準化」であることは、繰り返し

強調しておきたい点である。 

 

（５）試作サービスへの展開 

ファウンドリーはチップの試作支援サービスも手がけている。チップの試作段階からサポ

ートすることにより、将来の量産段階を睨んで顧客を囲い込んでおくことも狙いの一つとみ

られる。試作段階のチップを外部に出すことは設計情報の流出リスクを伴うが、ファウンド

リー側も情報管理体制を強化することにより、製造委託によるＩＰ流出の懸念の払拭に努め

ている。 
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ＩＤＭの中にはファウンドリー事業に参入するところもあるが、ＩＤＭは自社ブランド製

品も作っており、ファブレスから見て競争相手でもある。このため、ＩＤＭへの製造委託に

は慎重にならざるを得ない側面があるが、ＴＳＭＣやＵＭＣは専業ファウンドリー

（Dedicated Foundry）で自社ブランド製品を持たないため、ファブレスは安心して製造を委

託することができる。ファウンドリーが試作にまで踏み込んだサービスを提供し始めたこと

は、顧客との揺るぎない信頼関係が構築されてきていることの証左とも言えよう。 

 

２．ファウンドリーとの連携で業績を伸ばす台湾のファブレス 

ファブレスの成長に伴い、世界の半導体メーカーが半導体設計をアウトソースする先とし

て、米国に次ぎ、台湾への注目が高まっている。本項では、民生用半導体の設計開発に注力

する Sunplus Technology（凌陽科技）のケーススタディを通じて、顧客の多様なニーズへの対

応と設計手法の効率化を両立させようと努力する、台湾のファブレスの姿を紹介することと

したい。 

 

（１） Sunplus Technology（凌陽科技）の概要 

Sunplus Technologyは、新竹サイエンスパーク内に本社を構える 1990年創業のファブレス

である。当初は玩具用のオーディオ関連半導体が主力であったが、90年代末頃から画像処理

用の半導体に進出して以降、業績は急拡大している。2004年の売上高は 189億台湾ドル（約

612億円）に達し、2000年と比べて 2.8倍に増加した。営業利益は 29億台湾ドル（約 94億

円）で、営業利益率は 15％となっている。従業員数は約 1,150名で、このうち、チップのデ

ザインとシステム設計からなる R&D部門が 75％を占めるという19。 

同社が扱う玩具・ゲーム機用半導体は極めて Application Specific（特定用途向け）で、顧

客の要望に合わせて開発する必要があるのが特徴である。製品寿命も短く、毎年クリスマス

のたびに新製品が投入されるため、低コストかつ迅速なチップの開発が求められる。 

近年、玩具やゲーム機は多機能化が進んでおり、搭載される半導体の集積度も高まってき

ている。かつての玩具用半導体は数人のエンジニアでも設計できたが、現在では数十人がか

りとなることも多いという。同社にとって、効率的に半導体を設計開発することは、最も重

要な経営課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

                                                        
19 アナログ半導体や通信関連などの分野では欧州のファブレスと提携することにより、開発リソースを補
完する戦略を採っている。 
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図表４－５ Sunplus Technology（凌陽科技）最近５期の業績推移 

 

（注）12 月期決算 
（出所）アニュアルレポート 

 

（２） 効率的な設計手法の開発 

 ① re-usable IP 

 そこで同社では、以前から“re-usable IP”のコンセプトを導入している。これは、新しい

チップを設計する際、最初から設計するのではなく、以前に開発したＩＰで動作確認済みの

もの（Proved IP）をできるだけ再利用することにより、迅速なデザインを可能とするもので

ある。 

しかし、この手法を活用しても、ＩＰのコアブロックどうしを統合するには時間を要する。

このため、ハードウェアのＩＰはなるべく同じものを用い、組み込みメモリの部分だけを変

えることにより、他の顧客向けにも使えるような方法を採っている。これにより設計に要す

る作業が減るため、設計期間を大幅に短縮することができる。玩具用半導体の多くはこうし

た設計手法を採用しているという。 

それでも玩具メーカーからは、発注から納入までのリードタイムが長すぎると言われるな

ど、顧客の短納期志向は強まる一方である。逆に言えば、Time to Marketが利益の大きな源

泉になっているということでもある。顧客の急な発注に対して、汎用品であれば在庫である

程度調整が効くが、カスタム品の場合は在庫で対応することは困難である。カスタム品は特

定顧客向けに設計されており、余剰が生じても他の顧客にそのまま販売することはできない

ためである。 

 

② Wafer Bank戦略 

そこで、リードタイムをできるだけ短縮するため、同社がファウンドリーと協力して考案

したのが「Wafer Bank戦略」である。 

同社が設計を手がけるチップは積層構造になっているものが多く、例えば 15 層からなる
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チップであれば 15 枚のマスクが必要になる。Wafer Bank では、どんなチップでも必ず必要

になるような共通回路ブロックを例えば１～10層までにまとめ、10層までのウェハを作り貯

めしておく。顧客からの注文があり次第、Wafer Bankからウェハを取り寄せ、11～15層の間

でカスタマイズすれば、１層から 15層まですべてを最初から設計するよりも短期間で納品す

ることが可能となる。 

 こうした設計手法自体は、ストラクチャードＡＳＩＣに類似したものと捉えれば、特に珍

しいものではないとの見方もあるかもしれない。しかし、注目すべきなのは、垂直分業モデ

ルにおいても、ファブレスとファウンドリーが密接に連携することにより、効率的な設計手

法を実現しようと懸命に努力しているということである。 

ファブレスは、新しい製品や他社と異なる製品を次々に開発することにより、製品単価を

引き上げ、売上を伸ばしていかなければならない。製造を委託する際も、設計を踏まえて最

もコスト競争力のあるプロセスを選択することが不可欠である。このため、設計の初期段階

から、ファウンドリーと連携することが非常に重要となっている。ファウンドリーは、ファ

ブレスからの小口の注文にも柔軟に対応できるように製造技術を磨き上げている。 

 

図表４－６ Sunplus Technology における効率的な設計手法の開発（イメージ図） 

 

（出所）ヒアリングにより作成 

 

このように、台湾では、ファブレス独自の効率的な設計手法と、ファウンドリーの小口生

産対応技術が組み合わされることにより、ファブレス、ファウンドリー、顧客企業いずれも

が利益を得られるＷｉｎ－Ｗｉｎの関係構築を目指している。そして、Time to Marketが利

益の大きな源泉になるとの考え方が徹底しており、顧客ニーズに素早く対応するために企業

間連携を深めている。これが、台湾半導体産業の大きな強みになっていると言えよう。 
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第５章 低迷の続く日本の半導体産業の現状と問題点 

 

前章では、ファブレスとファウンドリーの連携強化によりＳｏＣビジネスへの対応を目指

す台湾半導体産業について概観した。近年、半導体のビジネスモデルに関して「垂直統合か

垂直分業か」といった二者択一的な議論が散見されるが、ナノレベルのＳｏＣビジネスに対

応するために、設計と製造の連携による一体的な取り組みが以前にも増して重要になってい

ることは、垂直統合であろうと垂直分業であろうと同じことである。垂直分業モデルにおい

てファブレスとファウンドリーが連携を深め、「バーチャルな一体性」を形成することでＳｏ

Ｃビジネスへの対応を図ろうとしていることはすでに紹介した通りである。一方、垂直統合

メーカーの中にも、「ファブライト戦略」に見られるようにアウトソーシングを積極的に活用

する動きが広がっており、双方のビジネスモデルは互いの利点を採り入れながら、時代の変

化に適した形へと絶えず進化を遂げている。 

こうした中で重要なことは、顧客の満足と自社利益を両立させるために最適な経営戦略を

打ち出せるかどうかである。そのために、垂直分業であれば分業のデメリットを克服しうる

ような相互補完体制を構築できるか、垂直統合であれば社内の各部門が真に連携しながら共

通目標に向けてベクトル合わせができるかどうかが問われるべきである。半導体メーカーと

しての明確な経営戦略が立案されれば、それに適したビジネスモデルは自ずと明らかとなっ

てくるはずである。 

本章では、まず日本の半導体産業の世界シェアの推移を概観したのち、台湾をはじめとす

る海外勢との国際比較を通じて浮かび上がってきた、日本の半導体産業の現状と問題点を整

理する。そして、半導体メーカーの抱える問題の本質が企業経営のあり方に内在することを

明らかにすることとしたい。 

 

１．世界シェアの下落が続く日本半導体産業の現状 

国内半導体メーカーと海外勢の業績に格差が広がっていることは第３章で指摘したが、こ

うした傾向は一時的なものではなく、1990年代から続いてきた現象である。 

図表５－１は、1980～2004 年までの 24 年間にわたり、世界半導体市場における地域別企

業シェアを時系列的にみたものである20。日本企業のシェアは 1980 年代に急上昇し、1988

年には 51.0％を記録したが、その後はほぼ一貫して下落が続き、2004年には 24.5％とピーク

比で半減するに至った。一方、1980 年代に日本勢に押され気味であった米州企業は 1993 年

にシェアを再逆転し、その後、世界市場の半分弱を占めるまでに復活した。ここ数年はアジ

ア・パシフィック企業のシェアも上昇傾向にあり、2004年には 15.3％に達している。 

このように、欧米勢・アジア勢・日本勢の三つ巴の競争の中で日本勢は苦戦を強いられて

おり、お膝元の国内市場でも海外メーカーの攻勢が強まり、国際競争力の低下傾向になかな
                                                        
20 ここでの「地域別」とは本社所在地ベースであり、例えば「米州企業」には米国に本社のある企業の売
上高がすべて含まれる。 
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か歯止めがかからない状況にある。 

国内メーカーの多くは、ＤＲＡＭからの撤退後、ロジック系の特定用途品に重点を移す方

針を打ち出してきた。この動きは統計にも表れており、1995年に１兆 4,000億円を超えてい

たメモリの国内生産額は、2005年には 5,200億円余りまで縮小している（図表５－２参照）。

しかし、ＭＣＵやロジックなど非メモリ分野の増加幅は、メモリの減少を埋めるまでには至

らず、半導体の国内生産額は 1995 年の約３兆 8,300 億円から 2005 年の約３兆 2,800 億円へ

と落ち込むこととなった。近年、後工程を中心に生産の海外移管が進んでいることを勘案す

る必要はあるものの、本来、付加価値の多くを生み出すべき前工程主体の国内生産が伸び悩

んでいることは、日系メーカーの国際競争力低下を裏付ける一つのデータとして注目される。 
 

図表５－１ 世界半導体市場における地域別企業シェアの推移 

 

(出所）出典：ガートナー データクエスト(2005 年 4 月) GJ05440 

 

図表５－２ 半導体の国内生産額と主要製品別の内訳 

 

（出所）経済産業省「機械統計月報」 
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２．日本の半導体産業が抱える問題点 

 日本の半導体産業が長期的に低迷を続ける背景には、圧倒的なシェアを有する製品の不足、

投資不足、ビジネスモデルの変遷への対応の遅れ、コスト競争力の低下、海外市場での販売

力の弱さなどの問題点が存在する（図表５－３参照）｡これらの諸問題は独立したものという

よりは互いに密接に関連しており、いずれも企業の経営戦略に直結するものばかりである。

以下、順を追って詳細に分析していくこととしよう。 
 

図表５－３ 日本の半導体産業が抱える問題点 

 

（出所）日本政策投資銀行作成 

 

（１）圧倒的なシェアを有する製品、特徴ある製品の欠如 

第２章で分析した通り、日本勢はプロセッサやメモリなどの汎用品分野で総じて苦戦して

おり、圧倒的なシェアを有する製品を数多く揃えられていない。ＦＰＧＡ／ＰＬＤなど新製

品の分野では米国勢の独走を許す格好となっている。また、かつては強かったアナログ系半

導体でも、日系大手メーカーの多くがデジタル系半導体に経営資源を集中してきたことなど

から、海外勢の攻勢が強まってきている。こうした中で、マイコン（ＭＣＵ）においては優

位性を維持しているが、他の製品に比べて平均単価が低いという問題点がある。 

一方、汎用ＤＲＡＭからの撤退後、日本勢が注力分野として位置付けてきた特定用途品で

も、カスタム性の強いＡＳＩＣは相応の強みが認められるものの、ＡＳＳＰとして世界標準

へ展開する点で出遅れ感は否めない。各社横並びでコモディティ品からハイエンドの特定用

途品にシフトした結果、日系メーカーどうしの競合が激しくなり、採算の悪化を招いている

のが現状ではなかろうか。ロジック系に重点を置く日本勢の多くは、マイコンやディスプレ

イドライバー、ＡＳＩＣをはじめとして製品分野が比較的似通っており、メーカーごとに特

徴のある製品群を必ずしも明確に打ち出せていないように見受けられる。 

 

（２）設備投資の不足 

 地域別にみた半導体設備投資額において、日本は 2004年に米国を上回って世界一に返り咲
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き、2005年も引き続きトップの座を維持するものと見込まれている（図表５－４参照）。2001

年のＩＴバブル崩壊以降、低水準で推移してきた設備投資が回復傾向に転じたことは、前向

きに評価すべきことであろう。しかし、大手や中堅を含めると、国内の半導体メーカーの数

が多いことには留意する必要がある。 

図表５－４は、国内外の半導体メーカーの設備投資額を比較したものである。海外勢では、

インテルが 2004年に 38億ドル、2005 年は 50 億ドル前後という業界最大規模の投資を行っ

ている。同社は 05年７月、総額 30億ドルを投じて米国に 300 mmウエハ対応ファブを新設

し、2007 年下半期に 45nmプロセスによるＭＰＵの製造を開始する計画を発表した21。また、

ＴＩやＡＭＤなども 13～15億ドル規模の投資を継続的に実施している。アジア勢では、韓国

のサムスン電子がここ数年 50億ドル台の投資を行っており、2005年は 60億ドル前後に達し

た模様である22。台湾のＴＳＭＣも、最先端の微細加工技術を導入した 300mmウェハ対応フ

ァブの建設を中心に 25億ドル前後の大規模投資を進めている。台湾のファウンドリーは１フ

ァブ当たり３～４万枚の最大生産能力を有しており、規模の格差は最終的にはコスト競争力

に跳ね返ってくるものと考えられる。 
 

図表５－４ 国内外の半導体メーカーの設備投資比較 

 

（注１）日本メーカーは３月期決算、海外メーカーはマイクロン（８月期）、インフィニオン（９月期）を除き 12 月決算 
（注２）東芝は 2005 年度投資額を 2,890 億円に上方修正 
（出所）半導体産業新聞（2005 年 11 月 30 日付、2005 年 4 月 6 日付） 
                                                        
21 インテル ホームページ参照 
22 サムスン電子ホームページ参照。2005年の半導体投資 6.3兆ウォンの内訳は、メモリ 5.33兆ウォン、シ
ステムＬＳＩ0.99兆ウォンとなっている。１ウォン＝0.11円（2005年平均）により換算。 
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これに対して日系メーカーは、新型プロセッサ「ＣＥＬＬ」向け投資を中心とするソニー、

フラッシュメモリの増産投資に注力する東芝、ＤＲＡＭの新工場を建設中のエルピーダメモ

リを除くと、１社当たりの投資額は１千億円を下回るところが大半を占める。海外勢との格

差は歴然としており、こうした傾向が今後も続けば、足元だけでなく中長期的にも日本勢の

競争力低下を来すことにならないか、懸念される。 

 

（３）ビジネスモデルの変遷への対応の遅れ 

半導体のビジネスモデルを巡っては、近年、垂直分業型が脚光を浴びているが、世界的に

見て垂直統合型（ＩＤＭ）がすべて不振であるわけではなく、業績好調なインテルやＴＩ、

サムスン電子などは基本的にＩＤＭの形態を採っている。ただし、同じ垂直統合型でも、日

本の半導体メーカーの多くは総合電機メーカーの一部門であり、半導体が搭載されるセット

部門まで社内に抱えているのが特徴である。 

本来、この強みを最大限に生かせば、セット製品の企画構想段階から半導体の設計に着手

でき、スピードの点で有利であるうえ、設計機密やノウハウの流出を防げるメリットも期待

される。また、社内のセットと半導体の両部門が初期段階から共同開発を行うことにより、

機能面で他社と差別化した独自の製品を迅速に開発し、その実績をもとに半導体の外販でも

稼ぐことができるはずである。しかしながら、日系メーカーの業績を見る限り、こうした垂

直統合の利点を十分に生かし切れていないと言わざるを得ない。世界の半導体産業のビジネ

スモデルが垂直分業の台頭で大きく変遷する中で、日本のＩＤＭは自らの構造改革に積極的

に取り組んできたと果たして言えるだろうか。 

前章で述べたように、単なる受託製造ではナノレベルのＳｏＣビジネスに対応し切れない

との問題意識を持ち始めた台湾勢は、ファブレスやＩＰプロバイダー、ＥＤＡツールベンダ

ーなどとの幅広いパートナーシップを構築することにより、活路を見出そうと模索している。

日本勢は、垂直分業のビジネスモデルをよく研究し、自社と比較して優れているところがあ

れば採り入れる努力を怠ってはならない。海外勢との徹底的な比較を行うことにより、自ら

の問題点はおのずと浮き彫りになるはずである。 

 

（４）コスト競争力の低下 

図表５－５は、決算データの入手が可能な国内外の有力半導体専業メーカーのコスト構造

を分析するため、ファブレス、ファウンドリー、ＩＤＭの３つに分類して横並びの比較を行

ったものである。ここでは、ファウンドリーとしてＴＳＭＣとＵＭＣ、ファブレスはザイリ

ンクスとアルテラ、ＩＤＭではＮＥＣエレクトロニクス、ＴＩ、インテルを代表例として採

り上げた。 

 前章でも指摘したように、ファウンドリーは半導体を安く作ることに優れていると言われ、

最大手のＴＳＭＣの売上原価率は際立って低くなっている。また、販売費、一般管理費や研

究開発費を低く抑えることにより、高い利益率を実現している。これに対して、日系メーカ
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ーは販管費や研究開発費に多額の資金を投じているが、必ずしも収益に結びついていないよ

うに見受けられる。 

 同じＩＤＭでも日系と米系を比較すると、収益構造の違いがさらに明確になる。売上高に

対する販管費の比率はともに 10％台前半、研究開発費の比率も 15％前後と米系並みの水準で

あるにもかかわらず、本業の収益力を表す営業利益率では大きな格差が生じているのである。

日本勢の限界利益率の低さの要因としては、製造原価が相対的に割高となっている可能性が

あることに加えて、多額の研究開発費や販売費をかけた成果が製品の販売価格に十分反映さ

れていないことも挙げられよう。すでに指摘したように、日本勢は汎用品で圧倒的なシェア

を持つ製品が少なく、工数をかけて開発したカスタム品も、最終製品の価格下落や短命化が

進む中で、採算性の改善が急務となっている。販売費、管理費、研究開発費の内容を抜本的

に見直し、販売数量の増加と単価の引き上げに結び付けるための方策を検討すべきである。 

 図表５－５からは、ファブレス、ファウンドリー、ＩＤＭの３業態ごとにコスト構造が大

きく異なることも読み取ることができる。ファウンドリーは受託製造に専念し、製品の研究

開発はファブレスが担うことになるため、コストの大半は原材料費や減価償却費をはじめと

する製造原価が占める。一方、ファブレスは多額の研究開発費と販売費を投入し、ファウン

ドリーとは正反対のコスト構造となっている。 

このように、ファブレスとファウンドリーに分業することで設計部門と製造部門のコスト

構造が見えやすくなるのが垂直分業の特徴の一つである。垂直分業モデルでは、外部顧客を

相手として厳しい競争にさらされながら各々が得意分野で競争力を磨き、相互補完により全

体として強い競争力を発揮していることがデータからもうかがわれる。 

 

図表５－５ ファウンドリー、ファブレス、ＩＤＭ主要各社のコスト構造比較（2004 年度） 

 

（注１）ＴＳＭＣ、ＵＭＣ、アルテラ、ＴＩ、インテルは 12 月期連結決算、ザイリンクス、ＮＥＣエレク
トロニクスは３月期連結決算 

（注２）換算レート：１台湾ドル＝3.236 円（2004 年平均）、１ドル＝108.2 円（2004 年平均）、１ドル＝107.5
円（2004 年度平均） 

（出所）各社アニュアルレポート 
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これと比べると、ＩＤＭは設計開発と製造が一体のため、外部からはコスト構造が見えに

くい面がある。もちろん、ＩＤＭというモデルそのものに問題があるということではなく、

実際、インテルなどは圧倒的なシェアを持つ製品を自ら開発、製造することで、スケールメ

リットを享受している。海外の有力なＩＤＭやファブレス、ファウンドリーと自社のコスト

構造を徹底的に分析することが、日本のＩＤＭにとって課題の解決に向けた第一歩になるも

のと思われる。 

 

（５）海外市場での販売力・マーケティングの弱さ 

半導体の世界主要地域別に見た市場規模は、ここ 20 年の間に大きく変化してきた。半導

体メーカーにとって、自国内だけでなく、成長著しいアジアや欧米市場に軸足を置いたグロ

ーバルなマーケティング戦略を展開することがより一層重要になっていることは、第１章で

も指摘した通りである。日本勢はこうしたマーケットの変遷に適切に対応し、ビジネスを全

世界的に展開することに成功してきたと言えるだろうか。 

 地域別の売上高を開示している日米欧の代表的な半導体メーカー３社の 2004 年実績を比

較したのが図表５－６である。本社が所在する地域を「地元」と定義し、地元での売上比率

を算出すると、インテルの米州売上が 23％、ＳＴマイクロエレクトロニクスの欧州売上が

27％と４分の１程度にとどまるのに対し、ＮＥＣエレクトロニクスの日本国内売上は 57％余

りと過半に達する。 

 

図表５－６ 日米欧主要半導体メーカーの地域別売上高比率（2004 年） 

 

（注）太枠内は「地元」（本社所在地域内）の売上分を示す 
（出所）各社アニュアルレポート等 
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インテルもかつては地元売上への依存度が高かった。1994 年には米州売上が全体の 51％

を占めていたが、2004年には 23％まで低下し、代わってアジアパシフィック（日本を除く）

の構成比が大幅に伸びてきている（図表５－７参照）。半導体マーケットの中心が日本から

米国を経てアジアへとシフトする中、こうした変化にスピーディに対応して世界市場を見据

えたマーケティング戦略を展開できたかどうかが、地元売上比率の格差となって表れている

と言えよう。海外での販路拡大に苦戦する日本勢は、結果的に国内市場で激しい受注競争を

繰り広げ、採算が一段と悪化するという悪循環に陥っている。 

 

図表５－７ インテルの地域別売上高比率の推移 

  

（注）太枠内は「地元」（本社所在地域内）の売上分を示す 
（出所）インテルアニュアルレポート等 

 

（６）ボラティリティに対して脆弱な財務基盤 

 半導体メーカーの収益はシリコンサイクルの波に大きく左右され、不況期に大幅な赤字を

計上することも決して珍しくない。このため、世界の有力半導体メーカーは、好況期の利益

の蓄積や増資を通じて自己資本の厚みを増し、不況期でも大型投資を継続しうるだけの体力

を維持することを重視している。図表５－８によれば、インテルやＴＳＭＣの自己資本比率

は 80％前後となっており、ファブレスでもザイリンクス（米国）が 85％、Sunplus Technologies

（台湾）が 84％などと高い水準にある23。これに対し、日本勢は総合電機メーカーの一部門

という事業形態を採るところが多く、総じて負債への依存度が高いことが特徴である。半導

体ビジネスで思い切った意思決定を下すためには、業績の大きな変動を吸収するためのバッ

ファーが不可欠であり、日本勢と海外勢の財務構造の違いは、企業経営のあり方に少なから

ず影響を与えているものと見られる。 

                                                        
23 いずれも 2004年度末のデータ。各社ホームページによる。 
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図表５－８ 国内外の主要半導体メーカーの財務構造（2004 年度） 

 

 

 

（７）産官学連携の停滞 

産官学連携の活性化も喫緊の課題である。半導体ビジネスでは Time to marketが付加価値

の源泉として重要となっており、世界中から優れたリソースを集めて自社の得意領域と融合

し、顧客にいち早く製品を届けることが不可欠となっている。このため、製品の差別化に直

接結び付かないような共通基盤的な研究開発については、必ずしも自前主義にこだわらず、

産官学連携によるコンソーシアムの成果を活用するなど柔軟な姿勢が求められる。 

2006年３月、電子情報産業技術産業協会（ＪＥＩＴＡ）は、企業のニーズに先駆けた先行

的な研究開発や、産業界・大学・公的研究機関などとの連携を主導的に推進することを目的

として、半導体の次世代技術共同開発プロジェクト「あすかⅡ」を開始すると発表した。「あ

すかⅡ」は、国内の半導体関連メーカーなどが出資する㈱半導体理工学研究センター（ＳＴ

ＡＲＣ）と㈱半導体先端テクノロジーズ（Ｓｅｌｅｔｅ）が推進機関となり、2011年までの５年間

で総額900億円の投入が計画されている（図表５－９参照）。 

こうした業界横断的な共同プロジェクトを日本の半導体産業の競争力回復に効果的に結

び付けるためには、プロセス技術や材料開発といった共通技術はコンソーシアムを利用し、

製品化に近い領域の研究開発は自社で行うというように、企業側が共同開発に取り組む姿勢

を明確に打ち出すことが重要である。大学や研究機関側も、優秀な人材の育成や現場のニー

ズを踏まえた研究テーマの選定などにこれまで以上の努力が求められよう。共同開発の予算

額についても現行水準で十分と言えるのか、共通基盤的な技術開発に対する公的支援策を拡

充する必要がないかどうか、諸外国の事例も参照しながら議論を深めることが急がれよう。 

 

 

（注）日本メーカーは３月期決算、海外メーカーは 12 月決算 
（出所）各社決算資料 
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図表５－９ 半導体次世代技術共同開発プロジェクトの推進体制 

 

（出所）電子情報技術産業協会 

 

本章では、海外勢と対比しながら、日本の半導体産業が抱える問題点を分析してきた。重

要なのは、いずれの問題も互いに密接に関連し合っており、企業経営のあり方と切り離して

考えることができないという点である。例えば、海外市場での販売力の弱さは、特定用途品

を世界標準へ展開して収益を確保することを難しくしており、圧倒的なシェアを持つ製品が

少ないことは、コスト競争力の低下や設備投資の不足をもたらす一因となっている。 

次章では、本章までの議論を踏まえて、日本の半導体産業の国際競争力回復に向けた具体

的な方策を提言することとしたい。 
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第６章 半導体産業の国際競争力回復に向けた方策 

 

１．日本の半導体産業の今後の３つの方向性 

半導体は、その製造プロセス固有の要因により、基本的に大量生産に適した産業である。

大きなシェアを持つ製品を多く取り揃え、生産面で圧倒的なスケールメリットを実現できて

こそ、自社ファブを持つことのメリットが生まれる。したがって、プロセッサやメモリなど

の汎用品で市場占有率を高めることが、半導体ビジネスで成功するための王道である。日本

勢はかつてＤＲＡＭでこうした状況に持ち込んだ実績があり、たとえ時間がかかっても汎用

品での捲土重来を期待したいところである。 

1990年代以降、日本では、多くの半導体メーカーが汎用品から特定用途品へとシフトして

きた歴史的経緯がある。特定用途品は少量多品種生産が避けられないため、ＩＤＭモデルで

利益を出すためには、汎用品とは異なるアプローチが必要となる。ファブレスやファウンド

リーに代表される垂直分業モデルはここにビジネスチャンスを見出し、設計と製造で分業し

て相互補完することにより成長を遂げてきたのである。日本のＩＤＭが分業型に対抗するた

めには、特定用途品において、これまでとは異なる新たな経営戦略を早急に打ち出す必要が

あると考えられる。 

こうした背景を踏まえると、今後、日本の半導体産業は、①メモリ、②パワー半導体・セ

ンサー類、③ＳｏＣの３つの方向性に大きく集約されるのではないかと考えられる。それぞ

れについて、以下で詳しく見ていくこととしよう。 

 

図表６－１ 日本の半導体産業の今後の３つの方向性 

 

（出所）日本政策投資銀行作成 
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（１）メモリ 

第１のメモリはボリュームゾーンの汎用品である。製造設備の規模や微細加工技術が競争

力を大きく左右する分野である。代表的な製品であるフラッシュメモリとＤＲＡＭの国内プ

レーヤーはすでに絞り込まれており、フラッシュメモリでは東芝がサムスン電子とともに２

大勢力を形成している。また、ＤＲＡＭでは 1990年代後半から撤退や統合再編が進んだ結果、

国内の専業メーカーはエルピーダメモリ１社のみとなっている。メモリビジネスでは最後ま

で戦い抜く覚悟が必要とされるが、各社とも競争力の強化に向けた大型投資を相次いで発表

しており、経営方針は明確に打ち出されていると考えられる。 

 

（２）パワー半導体・センサー類 

第２のパワー半導体・センサー類は、アナログ系の設計・製造技術が必要とされる、やや

特殊な分野である。メモリやロジックなどのデジタル系半導体は、製造装置への依存度が高

いため、競争力を維持するためには多額の設備投資を要するが、パワー半導体のようなアナ

ログ系半導体は顧客向けのカスタマイズが不可欠で、エンジニアの経験とノウハウに頼る部

分が大きい。製造プロセスも最先端のものよりは成熟したプロセスが適することから、投資

負担が比較的小さくて済むのも特徴である。 

パワー半導体とは、交流と直流の変換や電源電圧の制御をはじめとする電力の変換に利用

される半導体のことであり、電力、鉄道車両、産業機器や家電製品に至るまで幅広く搭載さ

れている。例えば家電製品では電気の周波数を変えてモータの回転を最適に制御するインバ

ータのコア・デバイスとして用いられており、機器の省エネルギーや制御性を高める有効な

手段として、近年急速に重要性を増している。パワー半導体はハイブリッド車のエンジン制

御など車載用の需要も拡大している。自動車用のパワー半導体には高度な信頼性と耐熱性が

要求されることから、日本勢が強みを発揮しうる分野として、期待が高まっている。 

一方、センサーは、半導体を用いて、光、音、温度、圧力、加速度などの強弱を計測して

電気信号に変換する装置のことで、デジタルカメラ、ビデオカメラ、携帯電話などに広く用

いられている。近年注目が高まっているＣＭＯＳセンサーは、画素を細かくして解像度を高

めると同時に、感度を維持することが技術的な課題となっている。センサーは自動車の安全

性や燃費を向上させるための自動制御技術においても重要な役割を果たしており、燃料噴射

センサー、油圧・空気圧センサー、衝突感知センサーなど数多くのセンサーが１台のクルマ

に搭載されるようになっている。車載用のマーケットは中長期的に安定した成長が予想され

る分野であり、日系半導体メーカーにとって、自動車メーカーとの連携強化を通じて新たな

ビジネスを広げていく好機と言える。 

 

（３）ＳｏＣ 

 第３に、日本半導体産業の大きな柱として期待されるのがＳｏＣである。特定用途品の需

要はＡＳＳＰを中心に今後とも拡大するものと見込まれており、機器の小型化、多機能化、



― 59 ― 

低消費電力化を実現するため、システムをワンチップ化したＳｏＣへの期待はますます高ま

っている。ガートナー データクエストによると、ＳｏＣの世界市場規模は 2005年に 460億

ドルを上回り、2010 年には 840 億ドルに達する見込みである（図表６－１参照）。韓国のサ

ムスン電子も、2005 年 11 月発表の中長期経営ビジョンの中で、メモリやディスプレイなど

に続く次世代の成長エンジンとして、システムＬＳＩ事業を位置付ける24など、国内外の半

導体メーカーの多くがＳｏＣビジネスを今後の事業展開の柱に据えて取り組みを強化してい

る。 

 

２．ＳｏＣビジネスの競争力強化戦略 

このように今後一段と重要性を増すとみられるＳｏＣビジネスにおいて、日系メーカーが

国際競争力を高めていくためには、どのような戦略が必要とされるのだろうか。 

すでに述べたように、ＳｏＣは、最終製品に求められる機能を踏まえてどのようなチップ

を作るか（what to make）が重要となる。したがって、ＳｏＣビジネスでは、製造プロセスの

技術のみならず、設計開発やマーケティングの巧拙が勝敗を分けることとなる。ソフトウェ

アの比重も大きくなることから、製品開発やユーザーサポートのコストをいかに抑えながら、

顧客満足と自社利益を両立させるかが問われる。 

こうした点を踏まえて、以下ではＳｏＣビジネスに焦点を絞り、その競争力強化に向けて、

「設計・マーケティング重視への転換」「グローバル・アライアンスの積極展開」「最終セッ

ト部門との関係再構築」「企業経営、組織体制、人事評価の抜本的な見直し」からなる４つの

戦略を提言することとしたい。 

 

図表６－２ ＳｏＣビジネスの競争力強化戦略 

 

（出所）日本政策投資銀行作成 

 

                                                        
24 サムスン電子の中長期経営ビジョン（2005年 11月発表）によると、「メモリ」「ディスプレイ」「携帯通
信」「デジタルテレビ」「プリンタ」「システムＬＳＩ」「ストレージ」「空調システム」の８事業を今後の成
長エンジンとして位置付けている。 
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（１）設計・マーケティング重視への転換 

 ＳｏＣの開発コストの相当部分を占めるのは設計である。ＳｏＣの設計力には２つの側面

があり、一つは、プロセッサや周辺回路などＩＰコアの設計開発力であり、もう一つは、そ

れらをシステムとして組み上げていく力、まとめていく力である。機器のシステムが高度に

複雑化する中で、後者のシステム設計の重要性は一段と高まっているが、こうした能力を有

するエンジニアを育てることは容易ではなく、人材育成の取り組みの遅れが指摘されている。

システムとしてまとめ上げる力を強化するためには、チップが搭載されるセット製品として

何を作るかを顧客と一緒に考え、それに必要なＩＰコアを効率的に設計するという発想を徹

底することが重要である。また、ＳｏＣでは開発コストの中でソフトウェアの占めるウェイ

トが大きく、組み込みソフトウェアの品質や修正のしやすさが製品の評価を左右する。こう

した製品特性を踏まえてソフトウェアエンジニアの開発能力を引き上げていくことが急務で

ある。 

 ＳｏＣビジネスでは、特定製品向けのチップにとどまっていては採算の確保が困難となる

ため、他の顧客にも販売してＡＳＳＰ展開を図り、ボリュームを増やしていくことが不可欠

である。そのためには、同一あるいは類似業界に横展開を図るマーケティング手法を徹底し、

新規顧客の開拓に努めることが肝要である。こうした横展開型マーケティングを円滑に進め

るためには、開発段階からある程度の汎用性を持たせる必要があり、エンジニアには複数の

顧客に共通する最大公約数的なニーズを見極めるセンスが求められる。設計エンジニアがマ

ーケティングを担当するといった社内横断的な取り組みを進め、成果を開発現場にフィード

バックすることも有効であろう。「顧客ニーズ対応とはすなわちフルカスタマイズ化するこ

とである」という発想が今もなお一部に残っているとすれば、そこから早く脱却し、既存の

設計資産を有効活用しながら開発スピードを迅速化するという方向に転換すべきである。 

 

（２）グローバル・アライアンスの積極展開 

①相互補完関係の活用によるＩＰ戦略の再構築 

 ＳｏＣの高集積化や多機能化が進む中で、すべてのＩＰを自社で開発することは、コスト

と時間軸の両面から、もはや不可能に近い。ＳｏＣのコアとなるプロセッサのコアで欧米勢

が業界標準を握っていることも日本勢の弱みである。そこで、製品の差別化に結び付くよう

な付加価値の高いＩＰは自社で開発し、それ以外の標準的なＩＰは国内外からアウトソース

するという、グローバルな相互補完関係に基づくＩＰ戦略を構築することが急務である。 

 第４章でみたように、ファブレスとファウンドリーは互いに連携を深めてＳｏＣビジネス

への対応を目指している。ファブレスは中核的なＩＰの開発にリソースを集中し、ファウン

ドリーが標準的なＩＰや周辺回路関連のＩＰをライブラリー化してファブレスに提供するこ

とにより、開発期間を短縮して顧客の取り込みを図っている。こうしたアライアンスは、ナ

ノレベル設計の課題を分業体制下で解決するためには不可欠となっており、ファウンドリー

はＥＤＡツールベンダー、ＩＰプロバイダー、製造装置メーカーとの連携をより一層強化す 
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図表６－３ ＳｏＣビジネスの競争力強化戦略 

    

 

（出所）日本政策投資銀行作成 
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る方針である。一例として、ＴＳＭＣ、ＥＤＡツール大手のケイデンス、ＡＲＭ、アプライ

ド・マテリアルズの４社は「シリコン・デザイン・チェーン・イニシアティブ」を立ち上げ

ている。これは、各社が独自の専門性を持ち寄り、モデルや設計、解析ツール、ＩＰを統合

することにより、ＳｏＣの設計から量産までの実証済みの設計フローを顧客に提供すること

を目指すものである25。個々の企業だけではこうした手法の開発は難しく、企業間の協業が

欠かせなくなってきていることが背景として挙げられる。 

 

②デファクトスタンダード戦略の策定 

 グローバルなアライアンスの拡充は、自社開発したＩＰをデファクトスタンダードへ育て

ていくためにも有効な戦略となる。一人でも多くの顧客に利用してもらい、仲間を増やして

事実上の業界標準に押し上げていくのが、ＳｏＣのＡＳＳＰ展開を図る上での近道である。

そのためには、自社開発したＩＰのどこまでを社内利用に限定し、どこから外販に踏み出す

かを線引きすることがポイントとなる。このことは、社内の最終セット部門と半導体部門の

位置付けとも密接に関連するテーマであり、以降で改めて採り上げることとしたい。 

 

③投資・研究開発リスクのシェアリング 

最先端プロセスの半導体工場投資は数千億円を要するため、１社ですべてを賄うことは次

第に困難となってきている。また、ナノレベルのＳｏＣ設計における課題の克服のためには

多額の研究開発費を投じる必要がある。設備投資や研究開発のリスクを複数の企業間でシェ

アリングすることが避けられなくなりつつあるが、これまでは各社ごとに異なる製造プロセ

スなどがネックとなり、本格的な協業にまで発展することが少なかった。 

 半導体の製造には前工程だけでも数百以上のステップ（工程）が存在する。日本勢は製造

装置に特注仕様を組み込むことが多く、製造プロセスがメーカーごとに微妙に異なり、自社

のラインで製造しているチップを他社のラインでそのまま流すことが簡単にはできないと言

われる。このため、過去に開発した製品で出荷数量が減ってきたものでも供給責任を果たす

ために自社製造を続けざるを得なくなり、品種数が増加してコスト高に陥る、という悪循環

を繰り返してきた面は否定できない。 

 ＳｏＣビジネスでは設計が重要な差別化要因となる。製造プロセスを共通化することがで

きれば、上述のような課題の解決に向けた端緒となり、リソースを設計やマーケティングに

多く投入することが可能となる。2006年２月、ＮＥＣエレクトロニクス、ソニー、東芝の国

内３社は、45nm 世代に対応するシステムＬＳＩのプロセス技術を共同開発することで合意

した（図表６－４参照）。次世代のプロセス技術を共同で開発することにより、開発効率の向

上と開発スピードの加速を図ることを狙いとしている26。こうした動きが広がれば、将来的

にはファブの共同利用につながる可能性があり、自社工場に必ずしもこだわらない新たな

                                                        
3 ケイデンス社ホームページ（2006年３月 22日付プレスリリース）参照 
26 ＮＥＣエレクトロニクス、ソニー、東芝ホームページ（2006年２月１日付プレスリリース）参照。 
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ＳｏＣビジネスモデルの萌芽としても注目される。 

 

図表６－４ 国内外の半導体業界における提携・再編の動き（2006 年３月現在） 

 

（出所）各社ホームページなどにより作成 

 

（３）最終セット部門との関係再構築 

日本の大手半導体メーカーの多くは、グループ内に最終セット部門を擁する総合電機型モ

デルとなっている。代表的なセット製品であるカラーテレビ、録画再生機（ＤＶＤビデオ、

ＶＴＲ）、デジタルカメラの３品目について、日系企業の地域別生産台数及び世界生産シェア

をみると、生産の海外シフトが進んだ品目でも、日系企業の世界生産シェアはカラーテレビ

で 41.6％、録画再生機で 49.3％、デジタルカメラで 76.6％と高水準を保っていることがわか

る（図表６－５参照）。このようにセット製品では日本勢に依然として強みがあるものの、キ

ーデバイスとなる半導体では、グローバルに見て必ずしも圧倒的な地位を確保できていない

ことが大きな問題点である。 

総合電機としてのメリットを十分に生かし切れていない一つの要因として、社内向けの販

売（内販）と外販の位置付けの難しさが挙げられよう。ＳｏＣのような特定用途品は、顧客

に応じたデザインで製品開発を行い、カスタマイズしてから出荷されるが、一人顧客にとど

まっていては数量が伸び悩み、セット製品が売れ筋から外れてしまえば、開発コストの回収
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もままならない状況に追い込まれてしまう。このように、標準化ができないと外販に繋がら

ず利益に結び付きにくくなるため、カスタム品をスタンダード化してマーケットに投入し、

ＡＳＳＰ展開していくことが重要となる。最初は最先端の顧客と組んで製品開発を行い、続い

てこれを横展開してデファクトスタンダードとなるように育て上げていくことが求められる。 

従来のように半導体事業が総合電機メーカーの一部門として位置付けられている限り、外

部顧客よりも社内のセット部門が優先されてもやむを得ない面はある。しかし、今や「最先

端の顧客」は日本だけでなく、むしろ世界中に数多く存在することを忘れてはならない。こ

こ数年、半導体部門の分社化に向けた動きがいくつかみられるが、これを真に成功させるた

めには、セット部門と半導体部門の関係を再構築して半導体部門の経営の自由度を高め、グ

ループ内顧客のみならず、世界の幅広い顧客とのアライアンスを積極的に推進できる体制を

構築することが不可欠である。開発したチップを幅広い顧客に納入することが関係者すべて

にとってメリットとなるような戦略的パートナーシップをいかに構築するか、経営の手腕が

問われるところである。 

半導体の内販と外販の最適なバランスは、社内セット部門の競争優位性やチップのコスト

競争力などにも左右されることから、企業の経営戦略の根幹に関わる重要な課題である。半

導体部門が分社化したものの、グループ全体の戦略に引きづられて中途半端な戦略に陥るこ

とだけは避けるべきであろう。 

 

図表６－５ 日系企業による主要電子機器の地域別生産台数及び世界生産シェア（2004 年） 

 

（出所）電子情報技術産業協会「主要電子機器の世界生産状況」 

 

一方で、半導体部門を今後とも総合電機の一部門として位置付けていく考え方も当然あり

うる。この場合は、自社のセット製品の差別化を図るためのキーデバイスを供給することが、

半導体部門に求められる最大の役割である。ただし、いつまでも内販にとどまっていては半

導体事業として収益を確保することは困難である。以下のような段階的なアプローチで外販

に踏み切ることが必要と考えられる。 
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＜第１段階＞セット製品の差別化を実現しうる強力な先端カスタム品の開発 

セット部門と半導体部門の設計資産を融合し、最先端のカスタム品を開発する。このチッ

プは、総合電機の一部門として位置付けられる以上、製品差別化の中核をなすような強力な

デバイスでなければならない。この段階では自社セット向け専用品として展開するため、半

導体単体としては赤字でもセットで稼ぐことで全体最適を図ることとなろう。 

＜第２段階＞外販展開によるＡＳＳＰ化 

セット製品で相応の投資回収が図られた段階で、カスタムチップにプレミアムを付けて外

販を開始する。セット部門との利害が対立する場合には思い切った決断が求められるが、い

ずれは競合他社から安価なチップが出回ることも少なくないことを考えれば、半導体事業で

の収益機会を失うことのないよう、大局的な観点からの経営判断が求められよう。むしろ、

自社製チップを搭載するパートナーを増やしてマーケットでの評価を高めることができれば、

新たな顧客の獲得につながり、業界標準に近づくという好循環も期待できよう。 

＜第３段階＞汎用品への展開 

 このようにしてＡＳＳＰ化に成功し、デファクトスタンダードの域にまで到達することが

できれば、ＢＲＩＣｓなど新興市場での大量販売の機会が広がり、量産効果により半導体事

業として大きな利益を得ることも可能となろう。 

 

垂直分業型のビジネスモデルは、インターフェースを標準化することにより、インテグレ

ーションに要するコストを下げて高い利益を生み出すことを目指している。これに対抗する

ためには、まずＩＤＭとしてのメリットを最大限に生かして他に類を見ない独自のチップを

開発し、ある時期が来れば外販して多くの受注を取るというビジネスモデルを徹底すること

が重要である。要素技術間のインターフェースの標準規格が確立してしまうと、分業型のア

プローチに勝つことは難しくなる。社内リソースを結集し、他社に簡単には真似されないよ

うなセット製品とチップを作り出すことが何よりも重要である。まずは、コストがかかるカ

スタムの世界に持ち込むほどに価値のあるチップかどうか検証することである。 

ＳｏＣは機器のシステムがワンチップに組み込まれることから、半導体事業の成否は、最

終的には、アプリケーションの分野で他社を凌駕するような強い製品を持ち続けられるかど

うかに大きく左右される。前章で見たように、日本の半導体メーカーは国内販売の比率が高

く、国内電機メーカーへの依存度が非常に大きい。このため、デジタル家電をはじめとする

セットメーカーが今後とも競争力を保つことが、日本の半導体産業にとって極めて重要とな

る。部材や製造装置メーカーをはじめとする裾野産業との連携強化を通じて、セット分野に

おける新製品の開発力をより一層高めていくことが求められよう。 

 

（４）企業経営、組織体制、人事評価の抜本的な見直し 

 これまで、ＳｏＣビジネスの競争力強化戦略として、製造重視の考え方から設計・マーケ

ティング重視への転換、外販を意識したＡＳＳＰへの横展開、ＩＰを軸としたグローバル・
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パートナーシップの構築、設備投資や研究開発のリスク・シェアリング、最終セット部門と

の関係再構築などを指摘してきた。これらはいずれも企業経営のあり方、経営戦略に深く関

わる項目ばかりであり、ＳｏＣビジネスでは、製品開発戦略、製造戦略、販売戦略を横括り

で連動させながら同時並行的に最適化させる「コンカレント・マネジメント」型思考を徹底

することが不可欠となる。このため、経営のトップには高度な専門性と大胆な意思決定を下

す決断力が要求される。 

 組織体制や人事評価についてもＳｏＣビジネスにふさわしい形に見直していかなければな

らない。多額の販売費や研究開発費を確実に収益に結び付けるためには、製造オリエンテッ

ドな組織のあり方を抜本的に見直し、設計やマーケティング重視へとパラダイムを転換する

ことが喫緊の課題である。人事評価においても、製造や設計など縦割り型の部門別評価に加

えて、部門横断的な取り組みを高く評価するような姿勢が求められよう。 

海外売上の伸び悩みについても、現地顧客との対話型・提案型営業の必要性が指摘されて

おり、各社とも開発人員の増強など現地拠点の拡充に取り組んでいる。シリコンバレーなど

世界のファブレスやＩＰプロバイダーなどと対等に渡り合ってアライアンスを構築していく

ためには、ギブ・アンド・テイクの考え方に立って、自社が持つ優れたＩＰを顧客に提供し、

顧客のＩＰと組み合わせることで開発スピードを高めるといった戦略的な活用方法も検討す

べきであろう。 

 

３．日系ＩＤＭの新たなＳｏＣビジネスモデルを求めて 

日本勢の多くが注力してきた特定用途品は、半導体事業としての難しさゆえに、ビジネス

モデルの優劣が企業の競争力を大きく左右する要素となる。ＳｏＣは製造から設計・マーケ

ティング重視へのパラダイム転換が求められ、それにふさわしい経営体制を構築できるかど

うかで勝負が決まると言っても過言ではない。分業型の専業メーカーは「ファブレス」「ファ

ウンドリー」「ＩＰプロバイダー」「ＩＰライブラリー」「Wafer Bank 戦略」といった新たな

業態やビジネスモデルを次々に生み出すことにより、商機を拡大することに成功してきた。

今後、ＩＤＭがＳｏＣビジネスに取り組む上で大きな論点として浮上してくるのは、自社フ

ァブを持つことが収益性を高めるために果たして不可欠なのかどうかという点であろう。 

自社ファブを保有すると、設計と製造の連携や好況期の大きな利益などが期待できる反面、

不況期には固定費の負担が重くなり、価格を引き下げてでも稼働率の維持を優先せざるを得

ない局面もありうる。製品設計や品揃えが自社ファブのスペックに縛られるようなことがあ

れば、特定用途品を幅広い顧客に横展開する際の支障にもなりかねない。 

インテルやＴＩなども自社ファブを保有しているが、これらの大規模ＩＤＭは製品をＭＰ

ＵやＤＳＰなど特定分野に絞り込み、業界標準を握ったうえで量産に入るため、価格水準を

維持しながらスケールメリットによりコストを抑え、高水準の利益を確保している。一方、

日本のＩＤＭの多くが注力する民生分野は、数多くのセットメーカーが激しく競合しており、

顧客のカスタム志向も強いため、１品種当たりでみた場合にプロセッサのような生産数量を
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期待することは難しい。また、デジタル化でコモディティ化も早く進むため、安定した利益

を確保しにくい構造となっている。 

したがって、自社ファブを保有するのであれば、挨資リスクに見合うだけのまとまった数

量を出荷できる業界標準的な製品を確保することが不可欠である。デジタル民生分野で世界

的に強みを持つ製品を有するメーカーが、自社製品の差別化を主たる目的として半導体部門

を社内に抱えるというのであれば位置付けは明確である。しかし、すべてのメーカーがそう

した状況にあるとは考えにくい。横展開型マーケティングを通じて顧客をどこまで増やせる

か見極めた上で、収益の改善が困難な場合は外部ファブの活用も視野に入れることが必要に

なろう。ＳｏＣのアプリケーションとしてデジタル民生分野に今後ともフォーカスするので

あれば、企業経営のあり方をそれにふさわしい形に見直していくことが不可欠であり、従来

型のＩＤＭのままでは中途半端との印象を拭えない。 

ＳｏＣのビジネスモデルは一つとは限らず、むしろ多様な選択肢がありうる。横並びでよ

く似たモデルが多数存在するよりも、特色のあるメーカーが互いの得意分野で切磋琢磨する

方が望ましい。差別化に繋がりにくい共通基盤的な領域は思い切って共同開発に踏み込むこ

とも一つの方策であり、プロセス技術の共通化はその起爆剤となる可能性を秘めた動きとし

て大いに注目される。また、横展開型マーケティングによりＡＳＳＰ展開を図るための具体

的な手法として、対象とするアプリケーションを絞り込むことも検討してみてはどうだろう

か。ＳｏＣの用途は携帯電話、ゲーム機、デジタル家電、自動車など多岐にわたり、エンド

ユーザーと初期段階から共同開発することが必要となるため、各業界の動向を絶えず把握す

る必要がある。限られたリソースですべてのアプリケーションに対応するよりは、いずれか

の領域に経営資源を集中し、他の顧客に応用展開していく方が効率的なケースもあるだろう。 

まずはＳｏＣビジネスの競争力強化に向けた上述の４つの戦略に照らしながら、各メーカ

ーが個別の事情も踏まえて、経営戦略のあり方をゼロベースで見直すことが第一歩である。

自社ファブを各社ごとに持ち続けることが真に経済合理性にかなうのか、プロセス技術を共

通化しながら設計やマーケティング面で差別化することはできないか、などについて抜本的

な検討がなされ、その上で業界横断的な議論が惹起され、日本の半導体メーカーのビジネス

モデルがＳｏＣにふさわしい形へと生まれ変わっていくことを期待してやまない。 
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おわりに 

 

 欧米では、設計に特化するファブレスやＩＰプロバイダーなどのベンチャー企業が独自の

ノウハウを生かして新規参入し、成長を遂げている。ファウンドリー主体の台湾でも、ファ

ブレス企業が急成長していることもすでに指摘した通りである。半導体の製造には巨額の資

金が必要となるが、回路設計やＩＰの開発はアイディア勝負の側面が強い。このため、小規

模なベンチャー企業でも独自のノウハウと販路開拓能力があれば新規参入は比較的容易であ

り、このことが半導体産業全体の競争力強化に結び付いている。 

 日本にもいくつか半導体ベンチャーが存在するが、企業数や規模において海外勢とは大き

な格差があるのが現状である。日本では設計から製造までを社内で一気通貫にて行うＩＤＭ

が主流であり、国内にとどまる限り業容拡大は容易ではない。ファブレスがチップの製造を

委託しようとしても、ＩＤＭは自社製品の生産を優先しがちで、柔軟な対応は望みにくいと

の指摘もある。また、ＳｏＣは数多くの機能ブロックを統合する必要があり、小規模なベン

チャーだけですべての設計をカバーするのは難しくなってきている。 

垂直分業モデルではファブレスとファウンドリーの役割が明確に分かれている。このため、

ファブレスは自社で開発した設計の成果を積極的に外販し、ファウンドリーも製造受託につ

なげるためにＩＰライブラリーの提供などを通じたグローバル・アライアンスの構築に注力

する。これに対し、日本の大手半導体メーカーの多くは、グループ内にセット部門を持って

いるために、思い切った外販戦略を採りにくく、せっかくの設計力や製造技術が社外で評価

される機会を逸しているのではないだろうか。 

ＳｏＣでは設計が非常に重要となる。今日、ＥＤＡツールがないと半導体の設計ができな

いと言われるほど、ＥＤＡは重要な存在になっている。日本でもかつては大手半導体メーカ

ーが独自にＥＤＡを開発していたが、米系ベンダーの装置が業界標準として普及するにつれ

て、社内開発を縮小してきた経緯がある。ＳｏＣではＤＦＭ（design for manufacturing）と呼

ばれる、製造と設計の連携が重要とされるが、肝心の設計ツールを海外勢に牛耳られている

ことに、もっと危機意識を持つべきとの声は少なくない。このところ、国内の大手エレクト

ロニクスメーカーでＥＤＡの研究開発を行っていた技術者や大学教員などによるＥＤＡベン

チャーの創業が相次いでおり、2006年１月には「日本ＥＤＡベンチャー連絡会」が設立され

た。こうした新たな動きが国内半導体産業の活性化につながるかどうか注目される。 

半導体の設計では従来とは異なる斬新な発想が必要とされることも多い。ＩＤＭが自前主

義から脱却し、これまで以上に外部リソースを有効活用するようになれば、国内の半導体ベ

ンチャー企業が活躍できるフィールドが拡大し、ひいては、ＩＤＭ自身の競争力強化にもつ

ながるものと考えられる。そして、日本のＩＤＭがＳｏＣビジネスにおいて「垂直統合」を

標榜するのであれば、これまで以上にデバイス部門とセット部門の連携に本腰を入れて取り

組む必要がある。デバイスから製造、販売、アフターサービスまでトータルで製品の付加価

値を高めることができるのが総合電機メーカーの強みであり、縦割りとなっている事業部門

どうしのコンバージェンス（融合）を実現できるか、経営の手腕が問われるところである。
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